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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第 81 期 第 82 期 第 83 期 第 84 期 第 85 期

決算年月 2019年９月 2020年９月 2021年９月 2022年９月 2023年９月

売上高 (千円) 16,164,069 15,902,295 17,061,477 15,467,759 17,642,103

経常利益 (千円) 400,304 491,640 689,554 340,929 563,354

当期純利益 (千円) 267,232 332,089 436,855 205,933 332,269

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 597,600 597,600 597,600 799,549 799,549

発行済株式総数 (株) 973,572 973,572 973,572 1,135,572 1,135,572

純資産額 (千円) 5,289,579 5,513,369 5,834,644 6,327,406 6,523,144

総資産額 (千円) 12,457,308 12,339,216 12,532,560 12,737,422 13,984,447

１株当たり純資産額 (円) 5,433.16 5,663.19 5,993.20 5,572.13 5,744.63

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
110.0 120.0 120.0 120.0 100.0
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 274.48 341.10 448.72 185.64 292.61

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 42.4 44.6 46.5 49.6 46.6

自己資本利益率 (％) 5.0 6.1 7.7 3.4 5.2

株価収益率 (倍) － － － 13.6 10.1

配当性向 (％) 40.0 35.2 26.7 64.6 34.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 443,524 678,676 1,034,798 △361,720 1,951,455

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △32,374 6,412 △34,663 △81,563 △260,503

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △219,516 △198,120 △207,721 167,163 △241,798

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,071,251 2,557,297 3,349,710 3,073,591 4,522,743

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
552 535 542 535 535
〔3〕 〔3〕 〔2〕 〔3〕 〔3〕

株主総利回り (％) ― ― ― ― 125.2
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) (―) (―) (―) (―) (77.0)

最高株価 (円) ― ― ― 2,739 3,315

最低株価 (円) ― ― ― 2,334 2,451
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第81期、第82期及び第83期の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
４．当社は2020年4月13日付けで普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っておりますが、第81期の期初に

当該株式併合が行われたと仮定し1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。
５．第81期、第82期、第83期及び第84期の株主総利回り及び比較指標は、2021年11月９日に東京証券取引所市場

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

 2/87



第二部に上場したため、記載しておりません。第85期の株主総利回り及び比較指標は2022年９月期末を基準
として算定しております。

６. 最高株価及び最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであり、2022

年４月４日以降は東京証券取引所（スタンダード市場）におけるものであります。ただし、当社株式は2021
年11月９日から東京証券取引所（市場第二部）に上場されており、それ以前の株価については該当事項があ
りません。

７. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第84期の期首から適用してお

り、第84期及び第85期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となって
おります。
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２ 【沿革】

年月 概要

 1947年７月
東京都大田区に業務用各種調理機器メーカーとして、東京都大田区南六郷3丁目14番地に日本調理
機製造㈱を創立　梅田勝徳が代表取締役社長に就任
 スライサーを製造設計し販売開始

 1953年１月  食器洗浄機CM型を設計開発し販売開始

 1957年10月
 サービス網の充実と拡販の為、日本調理機商事㈱を設立　山口県防府市に中国出張所、九州出張所
（現九州支店）開設

 1959年 8月  熱風消毒保管庫を開発し販売開始

 1962年 4月  大阪府大阪市天王寺区に大阪支店（現関西支店）開設

 1962年 5月  給食センター向け炊飯システムの開発し販売開始

 1962年10月  九州出張所を福岡市舞鶴に移転し、九州支店に名称変更　中国出張所が中国支店に名称変更

 1963年 4月  西六郷工場（東京都大田区）完成

 1964年 3月  札幌市北区に札幌支店（現北海道支店）開設　松山市に四国支店（現松山/高松営業所）開設

 1964年 8月  南六郷工場（東京都大田区）完成

 1967年 1月  中国支店を山口支店に名称変更し、広島市に中国支店（現中四国支店）開設

 1970年 6月  名古屋市の名古屋出張所（1969年4月開所）が名古屋支店（現中部支店）に名称変更

 1976年11月  大阪支店、中国支店をそれぞれ子会社とし、大阪日本調理機㈱、中国日本調理機㈱とする

 1977年 3月  大分県豊後大野市に大分工場完成

 1977年 6月  メンテナンス部門を子会社とし、日調メンテナス㈱とする

 1977年11月  仙台出張所を子会社とし、東北日本調理機㈱とする。

 1978年 1月  札幌支店、九州支店をそれぞれ子会社とし、北海道日本調理機㈱、九州日本調理機㈱とする。

 1978年 8月  栃木県塩谷郡に氏家工場完成

 1979年 1月  名古屋支店を子会社とし、名古屋日本調理機㈱とする

 1979年10月  日本調理機商事㈱を合併し、日本調理機㈱に商号変更

 1982年 1月  栃木県矢板市に栃木工場完成

 1995年 9月  スチームコンベクションオーブンを自社にて開発し販売開始

 1997年10月  沖縄日調㈱設立

 1998年 3月  栃木県矢板市に物流センター完成

 1999年 8月
北海道日本調理機㈱、東北日本調理機㈱、名古屋日本調理機㈱、大阪日本調理機㈱、中国日本調理
機㈱、九州日本調理機㈱の六社を合併しそれぞれを支店とする
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年月 概要

 2001年11月  栃木工場で国際品質保証規格ISO9001の認証を取得

 2002年 4月
 社団法人公共建築協会より、公共営繕工事で使用されている「機械設備工事共通仕様書」における
「厨房機器」の品質及び性能等についての評価を取得

 2003年 6月  本社、支店、栃木工場、大分工場で国際品質保証規格 ISO9001:2000の認証を取得

 2007年 8月  日調メンテナス㈱を日本調理機㈱に合併

 2007年 9月  沖縄日調㈱を日本調理機㈱に合併し沖縄営業所として開所

 2018年 6月  板金製作事業を目的として100％子会社㈱ベガを設立

 2018年 9月  ㈱ベガが㈱美濃から板金製作事業を譲り受け

 2021年11月  東京証券取引所市場第二部に株式を上場

 2022年４月
東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第二部からスタンダード市場に
移行
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３ 【事業の内容】

当社は、多数の人に継続的に食事を提供する集団給食施設等向けの厨房機器の開発・製造・販売・修理を行っており

ます。当社の主力製品は、食器洗浄機、消毒保管機※1、回転釜※2、炊飯器、スチームコンベクションオーブン※3等で

あり、当社の中心的顧客は、教育としての学校給食、健康管理としての病院給食、福利厚生としての社員給食等、営利

目的より社会貢献に重点を置く集団給食施設の運営者となっております。当社は社会生活に欠かせない「食」に対し、

「安心・安全な製品およびサービス」を提供することにより、新たな社会の発展に貢献することを目指しております。

当社は全国の集団給食施設を含む外食作業を取引対象とする業務用総合厨房機器メーカーとして、『安心※4、安全※

4、こだわり』をモットーとし、製造面に関しては、厳格な品質管理体制のもと、栃木工場及び大分工場の２工場体制で

生産を行っております。販売面に関しては、当社の主たる販売先である学校・病院は、いずれも官公庁向けが主流であ

り、社員給食等は民間向けが主流となっておりますが、発注者が官公庁の場合や民間でも大型案件の場合は、入札形式

となる場合があります。製品の製造販売のみならず、常にお客様の目線に立ち、設備・機械等のハード面から、動線・

運用・アフターフォローといったソフト面を考慮した厨房システムの企画、開発、設計、生産から施工、アフターサー

ビスに関する事業を行うことが特徴です。

その中でも当社の事業の最大の特徴は、無償でコンサルティングサービスを提供し、顧客ごとのベストな「厨房」づ

くりを実現することであります。「厨房」づくりにあたり、当業界においては各メーカーが自社製品を推奨する営業を

行うのが一般的ですが、当社は「常に消費者の視点に立って考える」「顧客満足に貢献する」という基本理念に立ち、

顧客ニーズの実現に努め、自社製品・他社製品の中から最適な製品の導入ができるよう事業を推進しております。当社

は創業以来70数年にわたり、集団給食向けの厨房機器を日本中の様々な施設で施工しており、その実績とアフターサー

ビス情報に基づき、お客様の施設あるいは厨房機器に関する様々な情報を蓄積しております。当社はこれらの情報に基

づき、今後もお客様の現場に合わせて、以下の体制で一貫したサービスを継続して提供して参ります。

（コンサルティング部門）

　当社は、厨房設備・機械などのハード面から、作業動線・使いやすさなどソフト面まで、幅広い視点でお客様毎のベ

ストな厨房を提案しております。販売部門・設計部門・管理栄養士・HACCPコーディネーターなどのスペシャリストが専

門知識や経験を結集し、チームコンサルティングにより、給食運営全般のランニングコストを低減させる仕組みづくり

などを提案しております。

（販売・施工部門）　

　当社は国内すべてのエリアをカバーすべく、支店・営業所を全国に設置し、東京23区を担当する本社営業部門を含め

てエリア別に営業活動を推進するとともに、広域営業部において、設計事務所及び全国に展開する一般企業に対する営

業活動を実施しています。また、業務統括本部品質管理部施工課では、施工に関する支援業務及びコントロールを行っ

ております。

（設計・開発部門）　

　当社は、常に革新的な製品の開発を志向しており、新製品の開発や従来品のバージョンアップ等を長期スパンで取り

組んでおります。「使い勝手の向上」「安心※４の提供」「安全※４.の提供」を開発方針とし、設計・開発部門と他の部

門の連携体制を構築し開発専門のプロジェクトを組成して、「低環境負荷」「省エネルギー」「人にやさしい」製品、

システムを開発し、市場に供給しております。

　また、当社は顧客の要望に合わせてカスタマイズした製品を供給するため、受注生産を基本としており、顧客の要望

や問題点の分析結果をもとに設計部門で最適なカスタマイズ設計を行い、生産部門に引き渡すことで顧客満足度の高い

製品の供給を可能としています。

（生産部門）

　栃木工場と大分工場の２工場体制で、創立以来培われてきた職人の技と各種機械制御技術を融合させ、耐久性と安全

性の高い製品を生産しております。

　各工場では１名もしくは数名のチームでそれぞれの工程に携わる体制としており、職人の技術の伝承にあわせて、繁

忙期対応のために、多能工化を推進しております。　

　現在、大分工場においては、消毒保管機及びスチームコンベクションオーブンを主体に、それ以外の製品については

栃木工場で生産しており、災害等が発生した場合には、互いに補完できるよう技術伝承に努めております。

（アフターサービス部門）

　「製品とサービスはワンパッケージ」という考えのもと、アフターサービスに力をいれております。業務統括本部

コールセンターを中心に工場に配置されたカスタマーサービス部ならびに各営業拠点に配置されたカスタマーエンジニ

アが相互に連携し、保守点検、修理、相談に迅速に対応できる体制を確立しております。営業拠点のカスタマーエンジ

ニアについては、１年単位の研修を実施した後に再配置する仕組みとしており、これにより全国で同一のサービス提供
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を可能としております。

 （中間業者との連携）

　中間業者は、ゼネコン/サブコン・特約店/販売協力店・地元企業に区分され、顧客都合等の理由により当社の厨房設

備・厨房機器を含めて中間業者が発注者と契約を締結する取引があります。中間業者との連携により、当社の受注拡大

に繋がる場合もあります。なお、中間業者取引であっても、施工責任は当社が直接/間接的に負うことになります。

 
※1 消毒保管機

庫内に収納した洗浄後の食器類を、庫内に対流させた熱風にて加熱消毒を行い、且つ、そのままの状態で乾燥保管する収納庫。熱源には電

気、蒸気がある。

※2 回転釜

大量調理施設において、焼き物、炒め物、煮物など様々な調理に用いられる加熱調理機器で、回転ハンドルを操作して、釜を前後に傾けるこ

とが可能な製品。熱源にはガス、電気、蒸気がある。

※3 スチームコンベクションオーブン

熱風と水蒸気を用いて調理を行う加熱調理機器。熱風のみを利用するオーブン機能、水蒸気を利用するスチーマー（蒸し器）機能、及び、熱

風と水蒸気のメリットを同時に利用する調理機能（コンビモード）を備え、「焼く」「蒸す」のほか「煮る」「炒める」「炊く」等の調理も

可能な万能調理機器。熱源には電気、ガスがある。

※4「食」の『安心』『安全』

中毒、食物アレルギー、食品への異物混入などの食品関連事故リスクの未然防止。

「調理作業等」の『安心』『安全』

怪我、漏電、ガス中毒、一酸化炭素中毒、機器稼働停止などの製品事故リスクの未然防止。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　　当社の事業は、業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理であり、単一セグメントであるため、区分表示は行

　っておりません。

   2023年９月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

535
44歳10ヵ月 20年4ヵ月 5,574

〔3〕
 

　（注）１．期末人員は正社員及び臨時社員であります。

　　　　２．〔〕は派遣社員であり、外書であります。

　　 　 ３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
　(3）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率および労働者の男女の賃金の差異

当事業年度

管理職に占める女性労働

者の割合（％）

（注）

男性労働者の育児休業取得率

（％）（注）

労働者の男女の賃金の差異（％）

（注）

正規雇用労働者
パート・有期

労働者
全労働者

うち正規雇用

労働者

うちパート・

有期労働者

1.60 0.00     - 65.22 69.71 118.33
 

 
（注）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したものであ

ります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、集団給食における業務用総合厨房機器メーカーとして「誠実奉仕・堅実経営・技術開発」の社是のも

と、企業の公共性を堅持し、厨房機器の製造と販売および調理設備の施工において、厨房業界随一を目指して前進

します。さらに業界のリーディングカンパニーとして、お客様に「安心・安全な製品およびサービス」を提供し、

社会生活に欠かせない「食」を通して、新たな社会の発展に貢献することを経営理念としております。

その経営理念に基づき、お客様に信頼される行動ならびに高品質で安心・安全な製品およびサービスを提供し、

「食」を支える施設をサポートしていくことにより「社会的貢献」を果たします。また、「製品力強化」として多

様化、高度化する顧客ニーズを的確に捉え、人にやさしい、環境にやさしい新製品、新システムの開発ならびに付

加価値を強化することにより、自社製品力およびブランド力を強化し、その市場拡大を目指します。そして「販売

力強化」として、当社の主要マーケットである学校給食、病院給食、官庁施設給食、学生食堂および民間企業（事

業所・ホテル等）の施設に対し、国内すべての地域を網羅した営業体制のもと、提案、製品およびサービスの品質

向上によってその販売力の強化を図り、さらなる成長を目指します。

 
(2) 中長期的な会社の経営戦略

当社は、創業当初より学校給食分野を最重要マーケットとして捉え、それら自治体及び地域と密着した直販体制

を展開しております。さらに、それら各地域の人々の健康維持を担う各種医療施設及び福祉施設の給食設備、ま

た、それら地域の経済発展を担う各種企業の事業所給食設備、並びに、中食、外食等の産業給食施設等に対し、広

域的な販売体制を整備してまいります。その上で、次の戦略を実行いたします。

 

a．一括設備の販売強化策

当社は、国内全ての学校給食センターについてその施工年、施工業者（自社、競合他社等）及び建替時期等の情

報を把握しており、他社に先駆けた提案型営業展開を行うことにより、物件獲得率を高めて参ります。病院・事業

所などの民間案件の情報把握も整備されつつあり、より詳細な情報取得を図るため全国の設計事務所・給食委託業

者・コンサルティング会社との連携強化を図り、建物の設計段階から関与し、物件獲得率を高めて参ります。

 
b．製商品の入替促進強化策

当社は、お客様への自社製品および他社商品納品履歴を一元データ管理しており、そのデータを基にピンポイン

トな販売戦略を展開し、自社製品独自の仕様構造への絞り込み営業を強化し、当市場における自社製品占有率のさ

らなる維持拡大を図ります。病院や企業の社員食堂は、納品後５年を経過した取引先をピンポイント営業、学校関

係は納品後10年から15年を経過した取引先をピンポイント営業いたします。

 
c．修理・保守点検による機器営業タイミングの情報収集

一元管理された顧客データ・自社製品納入実績データに基づき、お客様にとって安心安全で最適な年間保守サー

ビスを提案し、突発的なマシーントラブルを減少させ、お客様との強固な信頼関係の構築を図った上で、上記a,bの

営業情報収集を行い適切な提案時期を見極めます。

 

　以上の戦略実行の当年度における達成状況を判断する指標として、売上高、製品売上高、売上総利益、営業利益

を重視しております。
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(3) 経営環境および対処すべき課題

新型コロナウイルス感染症に対する行動制限緩和に伴う個人消費の回復やインバウンド需要の高まり、雇用環境

の改善等により景気回復に向けた動きが見られる一方、物価上昇による実質賃金の伸び悩みや為替相場の変動をは

じめ、ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の緊迫化等先行きは不透明な状況が続いており、引き続き予断を許さな

い状況が続くものと予測されます。当社の顧客である集団給食施設を含む外食産業におきましては、短期的には、

コロナ禍からの緩やかな回復が見込まれるものの、中長期的には、集団給食施設における労働人口の減少への対

応、テレワークの浸透をはじめとした企業の事業環境の変化への対応など、顧客ニーズが進化し多様化するものと

考えられます。

このような経営環境下においても、当社は学校給食等、多数の人に継続的に食事を提供する集団給食向けの厨房

機器を日本中の様々な給食施設や食品工場で施工やアフターメンテナンスを実施しており、厨房施設や厨房機器に

関する様々なノウハウを蓄積し続けております。長年培った経験や実績に、将来に向けた課題（労働人口の減少等

の顧客ニーズの進化）を組み合わせ、新たな価値を創造すべく他業界との共同研究を加速させてまいりました。ま

た、自然環境課題への対応もすべく、大幅な省エネ効果のある製品を開発し展示会等において発表いたしました。

当社は、このような競争優位を活かし、進化し多様化する顧客ニーズに応えるとともに環境に配慮した製品作りを

推進いたします。

当社は、お客様に‘高品質’‘安心安全’‘低環境負荷’な製商品・サービスを提供し、お客様の満足を最優先

に捉え、食に携わる企業として社会に貢献するため、以下の課題に取り組んで参ります。

①研究開発の強化

労働力不足に対応するための無人化/少人数での給食施設運営などお客様のニーズに応えた製商品の創出、並び

に、現場で働く人々の使いやすさを追求した上でランニングコストを低減させるというお客様の厨房施設運用目

標の実現に向け、常に最先端技術を駆使し、研究開発活動に邁進して参ります。そのための研究開発人員の増

強、試作機の製造及び評価体制の強化等を図って参ります。

②ブランド力の強化

当社の主力製品である学校市場向け食器洗浄機・回転釜の国内生産台数シェアは、2020年度で20％程度となって

おり、そのブランド力を活かし自社製品全般の市場シェアを高めて参ります。当社が過去75年で形成した高水準

の学校市場向けのブランドを更に強化するとともに、病院及び社員食堂市場向けに横展開し、民間市場向けの市

場シェアを上昇させるべくマーケティング活動を遂行しております。

③品質管理体制の強化

当社は、厨房機器及び厨房システムの品質及び当社事業の運営体制全体の品質を維持・向上させることを目的

に、ハード面において公共建築協会評価を、ソフト面においてISO9001を取得しております。当社は、製商品に

おける‘安定稼働’を第一の品質と捉え、生産現場から設置据付まで、品質管理体制の徹底に取り組んで参りま

す。当社では、製商品を導入して頂いたお客様、使用者様への機器の取扱いや調理指導を徹底し、更には定期的

な保守点検や老朽機器の更新をご提案するなど、製品事故を未然に防ぐ施策を講じて参ります。

④働き方改革を活かした競争力強化

当社は従業員に対し技術資格の取得を奨励しており、工場従業員にはどの工程でも生産活動に参加ができるよう

に多能工として育成しております。また、テレワーク環境の充実や育児休暇の取得奨励等の「働き方改革」を加

速させ、従業員が自身の仕事に対するやりがいを感じながら能力を発揮できる労働環境を整え、企業競争力の向

上を実現して参ります。

⑤収益安定性と成長性の確保

当社は後記「３事業等のリスク（1）季節変動」に記載の通り、７月から９月に売上が集中する季節変動があり

ます。この時期に売上が集中するのは、夏季休暇を利用して厨房設備を入れ替える学校市場の顧客構成比が高い

事に起因しております。当社は、四半期単位で一定の利益が獲得できるよう収益構造の転換を図り、更に成長性

の追求により財務基盤を安定させ、内部留保と株主還元の適切なバランスを図って参ります。
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⑥内部統制システムの強化

内部管理面におきましては、内部統制システムを機能的に運用させることにより、コンプライアンス/リスク管

理を徹底し、従業員の労務管理や外注先を含めた安全管理にも注力すると共にお客様に誠実に奉仕する体制を強

化して参ります。また、業務の標準化・効率化を推進しつつ、事業の拡大・多角化にも耐えうる業務プロセスを

構築いたします。

⑦ESGへの取組強化

社会生活に欠かせない「食」を支える社会に求められる企業として、サステナビリティ委員会を常設機関として

設置しESG（環境・社会・ガバナンス）への取組の強化を図り、新たな食生活の提案を行うなど社会的課題の解

決と企業価値の向上を目指します。当社は事業活動を通じて、お客様の環境負荷低減や労働環境改善への貢献、

全国の取引先との共生共創を目指します。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社は、1947年の会社設立以来、「食」を通じて社会貢献を行ってまいりました。今後も企業としての持続的な成

長を目指すとともに「食」を通じた社会貢献活動を継続していくためには、財務活動以外の分野における取り組みも

不可欠であると考えております。その具体的な取り組みとして、サステナビリティ基本方針に基づき、「技術開

発」、「環境・社会」、「人材・組織」を重点課題として掲げ、これらの課題解決を通じて、社会課題解決と持続的

な企業価値向上の両立を目指しております。

 

＜サステナビリティ基本方針＞

当社は、社会生活に欠かせない「食」を支える企業としてESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組みを強化し、

サステナブルな社会に向けた事業活動を推進することで、新たな社会の発展や社会的課題の解決、企業価値の向上を

目指しております。

 

(1) ガバナンス

　サステナビリティを推進する常設機関として、サステナビリティ委員会を設置しております。管理本部長を委員

長、経営企画室を主管部門として、管理部門、販売部門、生産部門、業務統括部門からの委員複数名で構成するサス

テナビリティ委員会はESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組み強化など、サステナブルな社会に向けた事業活動

の推進を行います。

(2) 戦略

　当社が重点課題として掲げている「技術開発」「環境・社会」「人材・組織」の課題解決の戦略は以下の通りで

す。

 
①「技術開発」

国内の厨房における人手不足は大きな社会課題となっております。当社はさらなる省力・省人化を目指した機器

を開発するため、IoT・AI・ロボットなど先進的な技術を活用しながら、社会課題を解決してまいります。

また、新たなアイディアの創出として新製品開発企画委員会にて全社員からアイディアを募ることで、厨房現場

のタイムリーなニーズを捉えております。

 
②「環境・社会」

当社製品ご使用の厨房環境を向上させるため、ガス機器において低輻射型機器を開発しており、空調の電気使用

量を削減させております。事業所においては、太陽光発電システムの導入、照明のLED化、BEMS（※）等による省エ

ネ事業所を推進していくことで、環境にやさしい社会の実現に貢献してまいります。
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また、「食」を支える企業として、将来を担う子ども達が健全に育成できるよう、食育を推進する給食厨房施設

（地場産物活用の泥落とし室・見学窓・食育展示コーナーの設置等）を積極的に提案しております。

（※）BEMS(Building and Energy Management System)「ビル・エネルギー管理システム」

 
③「人材・組織」

人材は企業の重要な財産であると捉え、「人財」であると考えております。今後も継続的に社会貢献を続けてい

くためには、変化する市場に適切に対応できる柔軟性を兼ね備えた「人財」の育成が必要であり、ダイバーシティ

を尊重した職場環境の整備が必要不可欠と考えております。

そのため、子育支援の制度確立、育児課題を社会全体の課題と捉えられる社風の醸成、一般教育・専門教育、健

康管理、多様な採用活動、働き方改革の強化への取り組みに努めております。また、個々の多様性が組織に十分活

かされるよう、お互いが尊重し会える職場環境を目指すとともに、適正な企業統治を実行してまいります。なお、

当社人材確保・育成に関する方針、および社内環境整備に関する方針は、以下の通りです。

 
＜人材確保・育成についての考え方＞

a.人権尊重

あらゆる人々の尊厳と基本的人権を尊重し、人種・国籍・民族・性別・性的指向・性自認・障がいの有無・年

齢・信条・宗教・社会的身分などを理由とした差別や、ハラスメントを行わない。

b.人材育成

高付加価値の製品や提案を提供するため、教育制度や研修を充実させ、多岐に渡り実施することで、知見・技術

力の向上に努める。

 

(3) リスク管理

　サステナビリティに関するリスクについては、サステナビリティ委員会が主体となり、危機管理委員会と連携して

情報の共有を図っております。重大リスクが確認された際は、経営推進協議会にて協議することとしております。

 

(4) 指標および目標

　当社の取り組みに関する主な指標と目標は以下の通りです。

 
①「技術開発」

厨房現場における人手不足を見据えて、3つのフェーズでスマート厨房（※）の実現を目指して、異業種との共同

開発も取り入れながら製品開発を行ってまいります。

（※）スマート厨房＝先端技術を活用した次世代厨房

 
[フェーズ1]

IoTを活かせる製品を開発し、厨房管理におけるあらゆるデータの一元管理を行い、人員確保が難しい厨房において

も、突然の機器故障を防ぎながら安心・安全な食事の提供を担保します。

[フェーズ2]

自動搬送・自動計量など、労力を必要とする作業についてロボット装置やAGV（無人搬送車）を活用して、厨房作業

者の負担を軽減します。

[フェーズ3]

AI（人工知能）を活用し、フェーズ1・2と組み合わせることで、究極のスマート厨房（無人化・省人化）をプロ

デュースします。

 
②「環境・社会」

当社の環境負荷軽減製品のラインナップを拡充させて、電気・ガス・水の使用量を低減した機器を開発いたしま

す。また、脱炭素社会の実現に寄与するため、製造活動・営業活動における温室効果ガスの排出量削減に貢献でき

るよう、新車導入時には脱ガソリン車を選択する等の施策を進めてまいります。

また、さらなる食育推進として地域の子どもたちを対象とした当社オリジナルの食育教室を開催し、地域貢献活

動も行ってまいります。

 
③「人材・組織」
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■男性の育児休業取得率目標

年次 取得率

2025年度 50％

2030年度 85％
 

 
■新入社員に占める女性の割合

年次 割合

2030年度 50％
 

（注）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異についての実

績は、「第１　企業の状況　５　従業員の状況　（3）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得

率及び労働者の男女の賃金の差異」に記載しております。

 

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

14/87



 

３ 【事業等のリスク】

以下において、本書に記載した当社の経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のある事業展開上のリス

クについて、主な事項を記載しております。また、リスクの顕在化が必ずしも高くない事項についても、投資者の投

資判断上、重要であると考えられる事項につきましては、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に記載し

ております。 なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したものであります。

当社のリスク管理体制は、「リスク管理規程」に基づき組織的にリスクマネジメントを実施しております。業務遂

行上のリスクに関しましては、各組織の担当取締役及び執行役員が担当業務毎に管理することとし、経営企画室が主

管部門として情報を統括しております。管理部門の担当取締役は、社長及び各取締役からリスク情報を取りまとめ、

危機管理委員会を開催いたします。危機管理委員会の詳細は、コーポレートガバナンスに記載しております。

本稿に記載のリスクは、危機管理委員会で検討した影響度(大中小)、発生頻度(高中低)、発生時期(近中遠)、発生

の回避および発生した場合の対策を記載しております。

 

(1) 季節変動

当社の売上高は、官公庁及び学校給食センターなどの主要得意先への引渡し時期の関係で、第２、第４四半期

会計期間に多くなるといった季節的変動があります。

特に、厨房施設全体の新築工事又は全面改修工事など当社の大型受注案件は、お盆休みを含む夏季休暇を利用

して施工されることが多いため、第４四半期会計期間に検収する案件の金額割合が他の四半期会計期間に比べて

大きくなる傾向があります。当社の業績の正しい把握は、第４四半期累計の１年間で判断していただく必要があ

りますが、第４四半期会計期間に建物建築工事の遅れなど何らかの要因で検収の期ずれが発生した場合、当該事

業年度の業績等を下方修正する可能性があります。本リスクの影響度は中、発生頻度は高、発生時期は近いと認

識しております。

2023年９月期における四半期ごとの業績は下表のとおりとなっております。

 （単位：百万円）

  第１四半期 第２四半期

  売上高 売上総利益 営業損失（△） 売上高 売上総利益 営業利益

 計上額 1,962 542 △385 5,554 1,475 515

 構成比 11.1% 11.7% △71.2% 31.5% 31.8% 95.1%
 

 

  第３四半期 第４四半期

  売上高 売上総利益 営業損失（△） 売上高 売上総利益 営業利益

 計上額 2,586 638 △391 7,538 1,981 803

 構成比 14.7% 13.8% △72.3% 42.7% 42.7% 148.4%
 

なお、当社では、夏季休暇中の大型案件をターゲットとした営業活動を維持しながら、ゴールデンウイーク前

や多くの法人・団体等の会計年度末である３月検収の受注案件の獲得に注力した営業活動を強化し、第４四半期

会計期間に依存した収益構造の改革に着手しております。

 

(2) 取引形態

当社の主要な販売形態は、ユーザーとの直接契約による取引ですが、ユーザー等の都合で中間業者を経由した

取引になることがございます。

契約当事者がゼネコン・サブコンとなる中間業者取引は、弊社が施工する厨房設備据付工事も事業所社屋や工

場等の新築または改修工事全体の中の一部としてゼネコン・サブコンに監理して欲しいという顧客都合による場

合です。契約当事者が特約店・販売協力店になる中間業者取引は、特約店・販売協力店が顧客との契約主体にな

る取引のうち、大型案件など総合厨房メーカーの助けを借りて顧客提案を行う取引です。契約当事者が地元企業

になる中間業者取引は、顧客が地方自治体の場合、入札・随意契約の場合の双方において、地元経済の活性化の

ために地元企業を契約当事者にして欲しいとの要望による取引です。

一般的に直接販売における販売粗利益率は、間接販売における販売粗利益率より高くなるため、当社はユー

ザーと直接契約を行うべく営業活動を行っており、過去３年間の直接販売と間接販売の比率は約６：４になって

おります。しかし、ユーザー都合による中間業者経由の間接販売形態が増加した場合には、販売粗利益率の低下

により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。本リスクの影響度は小、発生頻度は低、発生時期は中と認

識しております。

 

(3) 自社製品比率
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当社の機器構成は、重点顧客カテゴリー向けの製品ラインナップと品質性能は充実していますが、全ての顧客

向けの製品ラインナップが十分とは言い切れず、顧客ニーズの達成のために他メーカーの製品販売も併せて行っ

ております。自社製品と他社製品の粗利率は、自社製品のほうが高いため、当社は、自社製品開発によりライン

ナップと品質性能を充実させ、自社製品販売比率を向上させる計画を実行しており、過去３年間の自社製品と他

社製品の販売構成比は、約３：７になっております。しかし、製品開発が予定どおり進まず自社製品販売比率が

低迷すると、顧客要望を満たすよう他社製品を厳選して当社製品と合わせて計画売上を確保できたとしても中期

利益計画や単年度予算の計画利益額の達成に支障がでる可能性があります。本リスクの影響度は小、発生頻度は

中、発生時期は遠いと認識しております。

 
(4) 販売先の動向

当社の製品等の主たる販売先は、学校・病院(いずれも官公庁向けが主)及び事業所(民間)となっております。

官公庁顧客に関しては、学校・病院分野における生活基盤公共投資の政策動向、法制、補助金制度の変更等によ

り、また、民間顧客における給食設備等の福利厚生投資は、景気の動向等による影響を受け、当社の受注件数及

び受注規模が変動いたします。

文部科学省及び厚生労働省の所管施設等の長寿命化に向けた行動計画において、公立小中学校が2042年まで、

医療施設が2050年まで毎年１兆円～２兆円の改修保全費用が計画されており、また、少子化に伴う学校統廃合に

より学校給食センターの新築建替工事も見込まれております。

当社は、当面は主たる販売先からの需要が継続するものと予想し、老朽化した厨房施設向けに厨房機器単体の

入替需要を掘り起こし、新規設備の受注獲得に向けた営業活動に注力しておりますが、想定どおりの受注を獲得

できない場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。本リスクの影響度は小、発生頻度は低、発生時

期は遠いと認識しております。

 
(5) 人員の採用及び育成

当社は、安心・安全な製品及びサービスを提供し、食を支える給食施設を支援することにより社会貢献を果た

して参ります。その実現のための経営方針のひとつとして、製品力強化と販売力強化を掲げ、開発・生産スタッ

フや営業スタッフのスキルアップを図ると共に、新たな人材の確保を行っております。しかしながら今後、適切

な人材を十分に確保できず、あるいは在職中の従業員が退職するなどして、十分な開発・販売体制を築くことが

できない場合には、受注シェアの維持が困難となり当社の業績及び将来的な事業計画の達成に支障がでる可能性

があります。本リスクの影響度は小、発生頻度は中、発生時期は近いと認識しております。

 
(6) 製品の品質、安全性

当社では、漏電・ガス漏れなどの事故が発生しないように、顧客に対して調理現場での厨房機器の日常点検等

の指導を行い、また、当社製品にも安全装置を採用するとともに設計・調達・製造・据付の全工程において厳重

な品質管理体制のもと、製品の安全性と品質確保に努めております。また、顧客からのクレームや不具合の問合

せに対しては、設計部門・生産部門・調達/据付部門・営業部門が独自の専門領域から事象を分析し必要に応じた

対策・指導を速やかに実施しております。しかしながら、万が一、当社製品に関連する事故が発生し、顧客に対

して損害補償を行う事態となった場合は、当社の社会的評価の低下や企業イメージの低下により、受注が減少し

当社の事業活動に重大な影響を及ぼす可能性があります。本リスクの影響度は大、発生頻度は低、発生時期は遠

いと認識しております。

 

(7) 災害・感染症等による生産拠点への影響

当社の製造工場は栃木県、大分県に立地しております。栃木工場は2011年東日本大震災で一部物流倉庫に被害

を受け、また、大分工場では直接的被害はありませんでしたが、近隣で2016年に熊本地震が発生しております。

地震に限らず、大型台風、津波、火山の噴火等の大規模な自然災害の発生や新型コロナウイルス等の感染症の発

症により、厨房設備納期の延期・機器修理や食器など備品需要の落ち込みによる売上減少、従業員や生産設備等

への直接的な被害のほか、情報システムや材料調達網の遮断等による間接的な被害を受ける可能性があります。

当社では、対策として防災訓練を実施するなど、有事の際に損害を最小限に抑えるためのリスク対応体制の整

備・強化を進めていますが、リスク全てを回避することは困難です。このような被害が発生した場合には、工場

等事業所の閉鎖及び事業活動の停止による損失、事業継続・早期復旧のための費用の発生などにより、業績や財

務状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。本リスクの発生頻度は低、発生時期は特定できないと認識して

おります。
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(8) 税務対応

当社では、業務マニュアルの制定や社内研修の実施及び取引の第三者チェックなどの税務処理の内部統制の整

備・運用により、適正な税務申告に努めております。しかしながら、税務申告における税務当局との見解の相違

や税制等の改正により、予想以上の税負担が生じ当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。本

リスクの影響度は小、発生頻度は中、発生時期は近いと認識しております。

 
(9) 債権回収遅延等

当社では、毎月の債権回収手続きとして、回収予定日の変更確認、回収予定日経過未入金の確認などを行い、

問題のある債権については、対策を講じております。しかしながら、経済環境や取引先の経営環境の急激な悪化

などに起因し、取引先の倒産や業績悪化により債権の貸倒れや回収遅延が生じた場合、当社の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。本リスクの影響度は小、発生頻度は中、発生時期は近いと認識しており

ます。

 
(10) 原材料及び商品の安定供給及び調達価格

当社が製造する業務用厨房機器の主要な原材料は、ステンレス鋼材、電子部品、ポンプ、モーター等です。過

去10年程度は、主要原材料の調達価格は安定し、数量も品薄状態になったことはありませんでしたが、昨年来、

ステンレス鋼材の価格変動が大きくなりました。サプライチェーンのグローバル化が進む中、地政学的リスクの

顕在化により原材料価格の上昇や安定的調達が困難になるなどした場合、当社が行う調達先の代替確保、製造原

価低減策や販売価格への転嫁が不十分であれば、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。このような

状況下では、他社製品の調達においても同様のリスクがあります。本リスクの影響度は中、発生頻度は低、発生

時期は近いと認識しております。

当社では、製品設計の柔軟性による代替部品への変更の容易性、複数の調達先の確保、総合的な製造コスト削

減策を常に検討し実行することにより対処しております。

 
　(11) 退職給付債務

当社は、従業員の退職給付について退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設け、一定の前提に基づいて計算

される退職給付費用及び債務を計上しております。当社は年金費用を見積計算する上で、従業員の状況・将来の

金利の動向等の変動要素を考慮し、退職率・割引率等の前提条件を専門家の助言を得ながら合理的に見積もって

おります。しかしながら、主要な前提条件が実際の結果と異なることとなる場合、当社の退職給付に係る費用及

び債務に影響を及ぼす可能性があります。本リスクの影響度は小、発生頻度は低、発生時期は遠いと認識してお

ります。

 
(12) 法的規制・許認可

当社は、事業を遂行するにあたり、建設業法に基づき国土交通省より一般建設業の許可を得ているほか、業務

用厨房機器の製造販売に関して労働安全衛生法の規制を受け、事業活動に係る一般的法規制には、製造物責任

法、下請代金支払遅延等防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、特許法、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律、労働基準法、資源有効利用促進法などがあります。当社は役職員に対し、企業倫理規範およ

び行動指針を規程などにより周知するとともに、独占禁止法遵守ガイドラインなどマニュアルを整備し、必要な

研修を実施しております。また、内部統制システムを適切に運用し各種法令等の遵守に努めております。しかし

ながら、当社がこれらの法規制等に違反したものと当局が判断し許可の取消または業務停止などの行政処分、刑

事処分又は取引先からの損害賠償訴訟の対象となった場合は、当社の信用が毀損し、財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。本リスクの影響度は大、発生頻度は低、発生時期は遠いと認識しております。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況の概要

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概況は次のとおり

であります。

①　財政状態及び経営成績の状況

ａ．経営成績

当事業年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症に対する行動制限の緩和による個人消費の

回復や外国人観光客の受け入れ再開によるインバウンド需要の高まり、雇用環境の改善等により景気に持ち直

しの動きが見られる一方、物価上昇による実質賃金の伸び悩みや為替相場の変動等、景気下振れリスクが懸念

される状況が続いてまいりました。また、世界経済においても、ウクライナ情勢の長期化や原材料等の価格高

騰による世界的なインフレとそれに伴う金融引き締めに対する景気後退への懸念等、先行き不透明な状況が続

いております。このような環境の中、当社におきましては、学校給食以外の集団給食分野の拡大に向けた営業

活動と資材価格の高騰への対応を進めるとともに、厨房設備の省人化・省力化に向けた研究開発活動を促進し

た結果、当期の業績概要は以下のようになりました。

（単位：千円）

 
前事業年度

2022年９月期

当事業年度

2023年９月期
増減

機器設備売上 13,007,327 14,979,373 1,972,046

修理備品売上 2,460,432 2,662,730 202,298

売上高合計 15,467,759 17,642,103 2,174,344

売上総利益 4,313,953 4,637,023 323,069

売上総利益率 27.9% 26.3% △1.6%

販売管理費 3,970,718 4,095,613 124,895

営業利益 343,235 541,409 198,174

営業利益率 2.2% 3.1% 0.9%
 

 
学校給食以外の集団給食分野において期初の想定を超える受注を獲得したことにより、売上高は期初の予想

を上回ることとなりました。また、利益面においては、一部の大型案件で低利益率となったものの、その他の

案件における原価低減の取り組みと売上高の増加、経費削減等の効果により、営業利益、経常利益、当期純利

益においてそれぞれ期初の予想を上回ることとなり、機器設備案件の売上額は1,972,046千円増加し14,979,373

千円を計上することとなりました。

また、機器の修理額及び備品等の販売額は、アフターサービスを充実させた事等により前事業年度より

202,298千円増加し2,662,730千円となりました。なお、本稿では、当事業年度の顧客市場の動向及び当社の事

業活動の状況を経営成績と関連付けで分析するにあたり、損益計算書における製品売上高と商品売上高に含ま

れる機器設備関連の売上を機器設備売上高とし、損益計算書における製品売上高と商品売上高に含まれる修

理・保守及び食器などの備品売上を修理備品売上高と標記しております。

これらの結果、当事業年度の売上高は17,642,103千円（前期比14.1％増）となりました。

販売費及び一般管理費は、人件費の増加に伴い給与及び手当で27,485千円の増加、賞与引当金繰入額で

27,167千円の増加等により、4,095,613千円（前期比3.1％増）となりました。

営業外損益は、営業外収益では仕入割引が9,174千円減少したこと等により24,604千円（前期比6.8％減）と

なりました。営業外費用では上場に伴う上場関連費用が17,393千円、株式交付費が6,864千円減少したこと等に

より2,659千円（前期比90.7％減）となりました。

利益については、売上総利益は4,637,023千円（前期比7.5％増）、営業利益は541,409千円（前期比57.7％

増）、経常利益は563,354千円（前期比65.2％増）、税引前当期純利益は540,501千円（前期比64.3％増）、当

期純利益332,269千円（前期比61.3％増）となりました。

 なお、当社は業務用厨房機器製造、仕入、販売及び保守修理事業の単一セグメントであるため、セグメント

別の記載を省略しております。
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ｂ．財政状態

財政状態は、総資産で前事業年度末に比べ1,247,024千円増加の13,984,447千円となりました。

資産の部は、現金及び預金が1,449,152千円増加したものの、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権が

441,060千円減少となった結果、前事業年度末に比べ1,247,024千円増加しました。

負債の部は支払手形及び買掛金並びに電子記録債務が727,849千円増加となった結果、前事業年度末に比べ

1,051,287千円増加の7,461,302千円となりました。

純資産の部は、利益剰余金が196,004千円増加したことにより前事業年度末に比べ195,737千円増加の

6,523,144千円となりました。

 
②　キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前事業年度末に比べ1,449,152千円（前期比47.1％増）

増加し、4,522,743千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ2,313,175千円増加し、1,951,455

千円の収入（前年同期は△361,720千円の支出）となりました。主な資金増加要因は、税引前当期純利益540,501

千円、売上債権の減少額441,300千円及び仕入債務の増加額727,849千円であります。主な資金減少要因は棚卸資

産の増加額193,222千円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ178,940千円減少し、260,503千円

の支出（前年同期は81,563千円の支出）となりました。主な資金減少要因は有形固定資産の取得による支出

251,764千円等であります。主な資金増加要因は、PFI事業におけるSPCへの長期貸付金の回収額7,093千円等であ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ408,962千円減少し、241,798千円

の支出（前年同期は167,163千円の収入）となりました。主な資金減少要因は長期借入金の返済額66,500千円、配

当金の支払額136,265千円等であります。
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③ 生産、受注及び販売実績

生産実績は次のとおりであります。

 生産高(千円) 前年同期比(％)

 3,098,265 105.3
 

(注) 金額は、製造原価によっております。

 

商品仕入実績は次のとおりであります。

 商品仕入高(千円) 前年同期比(％)

 9,008,225 117.4
 

 
受注実績は次のとおりであります。

 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

 16,524,393 88.5 4,010,098 93.3
 

(注) 金額は販売金額で表示しております。

 
販売実績は次のとおりであります。

 販売高(千円) 前年同期比(％)

 17,642,103 114.1
 

(注) 総販売実績の10％以上の主要顧客はありません。

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

① 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しておりま

す。その作成には、決算日における資産・負債の決算数値及び偶発債務、収益・費用の報告金額並びに開示に影

響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断して

おりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

 詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項(重要な会計方針)」および

「第５ 経理の状況 １財務諸表等 (1)財務諸表 注記事項(追加情報)」に記載のとおりでありますが、財務諸表に

重要な影響を与える可能性のある見積を含む会計方針は以下の通りであります。

a.棚卸資産の評価基準及び評価方法

当社は、製品・仕掛品・原材料及び商品並びに貯蔵品に係わる貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法により算定しております。期末日以降における顧客の需要及び市況により収益性が見積以上

に悪化した場合、評価損の追加計上が必要となる可能性があります。

b.貸倒引当金

当社は、債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。経済環境や取引先の経営環境の急

激な悪化などに起因し、貸倒実績率を超える債権の貸倒れや回収遅延が生じた場合、評価損の追加計上が必要

となる可能性があります。

c.退職給付費用及び債務

当社は、退職給付費用及び債務の計上において、将来の金利の動向・退職率・割引率等の一定の前提に基づ

いて計算しております。将来の不確実な経済条件の変動等により前提条件の見直しが必要となった場合、退職

給付に係る費用及び債務の追加計上が必要となる可能性があります。

ｄ．繰延税金資産

当社は、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保できることや、回収可能

性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性
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は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、繰延税

金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可能性があります。

 
② 経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

a．経営成績等について

当事業年度の売上高は、前期比14.1％増の17,642,103千円、営業利益は同57.7％増の541,409千円、経常利益

は同65.2％増の563,354千円、当期純利益は同61.3％増の332,269千円となりました。詳細につきましては、

「第２ 事業の状況 ４．経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1）経営成績

の状況の概要 ①財政状態及び経営成績の状況 a．経営成績」に記載のとおりです。

b．当社の資本の財源及び資金の流動性について

当社は、中長期的に持続的な成長を図るため、生産能力の増強や労働生産性の向上、販売・物流体制の整

備、研究開発体制への投資を計画しております。事業を成長・拡大させるための資金需要があるほか、必要に

応じてM＆A等を行う可能性もあります。当該資金は、営業活動で生み出される内部資金で賄うこととしており

ますが、資金需要の大きさや時期、金融マーケットの状況によっては、自己資金以外の資金調達の方法を検討

する場合もあります。

外部からの調達に関しましては、大型の設備投資資金は国内金融機関からの長期借入金を中心とした調達を

行い、運転資金や小規模な設備資金は短期借入金で調達しております。迅速かつ効率的に調達を行うために、

取引銀行と貸出コミットメント契約、当座貸越契約など総額43億円の借入枠を確保しており、資金の流動性は

確保しております。また、M＆Aや工場建物など大型の超長期資金需要に対しては、資本コスト、金利動向など

を考慮し、新株発行や社債発行などの直接金融を検討する予定であります。

c．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等について

「第２ 事業の状況 １経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、当社では、人にやさし

い、環境にやさしい新製品の開発ならびに付加価値を強化することにより、自社製品力およびブランド力を強

化する経営戦略を推進しております。この達成状況を判断するための指標として、売上高、製品売上高、売上

総利益、営業利益を重視しております。

当事業年度を含む過去３期の各指標の実績推移は以下のとおりです。当事業年度におきましては、学校給食

以外の集団給食分野において期初の想定を超える受注を獲得したことにより、売上高は期初の予想を上回るこ

ととなりました。

 
 単位：千円

 指標 2021年９月期 2022年９月期 2023年９月期

 売上高 17,061,477 15,467,759 17,642,103

 製品売上高 4,842,096 4,354,644 4,812,614

 売上総利益 4,640,790 4,313,953 4,637,023

 営業利益 664,095 343,235 541,409
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当社の研究開発につきましては、多様化するニーズに応えかつ製品の安全性、信頼性の確保を最重要視し、顧客満足

度に繋がる製品の品質向上と製品価値の向上を主眼に活動を進めております。

これらの研究開発は、当社の設計部を中心に行っており、当事業年度における研究開発スタッフは合計19名であり、

全従業員の3.55％に相当しております。また研究開発費は92,305千円となっております。

当事業年度の研究開発活動を示すと、次のとおりであります。

 
（１）新製品の開発

・高効率フライトタイプコンベア洗浄機（一般市場向け）

社員食堂や病院などの民間市場向けの高効率洗浄機の現行モデル（DWF型洗浄機）より節水性能が高く省エネ効果

の高い洗浄機を開発しました。ダブルリンス方式の見直しで使用水量は従来機と比較して40％削減し、定格消費電

力もポンプ出力等の最適化を行い従来機よりも約35％削減しており、大幅なエネルギーの削減を行うことで、ラン

ニングコストの削減に貢献します。本体構造も改良し稼働中の輻射熱や放出される湯気を大幅に抑え、作業者や空

調設備の負荷を軽減します。コンベヤリンクも新たに開発し従来機では立てて洗浄しづらかった小さなお皿から、

大きなホテルパンまで様々なアイテムに対応できるようになり使い勝手も向上しました。

 

・浸漬槽付食器・トレイ洗浄機（学校給食センター向け）

学校給食センター向けのカゴ毎洗浄機で、機器の前半部分に食器の汚れを落としやすくする浸漬工程を増やして

より洗浄効果を高めた洗浄機を開発しました。学校から返却された食器はカゴに収納されたまま洗浄機に投入し、

浸漬工程から洗浄工程まで一連のコンベヤで行いますので洗浄作業の省人・省力化が図れます。また、定格消費電

力は従来機より約50％削減しました。

 
・クリーンロッカー

厨房内で使用する白衣や靴を、オゾンと紫外線で殺菌し衛生的に保管できる機器を開発しました。温風による乾

燥機能を標準装備し、菌の繁殖の原因となる水分を取り除き殺菌効果を向上させます。衛生面向上のために需要の

多い機器となります。

 
・ＩｏＴによるセンシング技術の導入

自社製品に通信機を追加することでクラウド上にデータを蓄積して遠隔で機器の状況を監視し保守保全に活用し

ます。自社IoTプラットフォームであるキッチンコネクトと厨房業界IoTプラットフォームのIoKとの通信環境の構築

を実施しました。また、立体炊飯器への通信を可能にし、収集するデータの種類が追加されております。引き続き

学校給食施設（センター方式）にてモニター実施中で、計測データを社内で収集可能である事を確認しています。

今後はIoKへ通信可能な機種の追加を行います。

 
（２）既存製品の改良

・フライトコンベヤ洗浄機（一般市場向け）

フライトコンベヤ洗浄機のモイスチャー（除湿排熱交換装置）とドライヤー（乾燥装置）を新たに開発しオプ

ションにラインナップしました。従来機器（NBF型洗浄機）よりもモイスチャー、ドライヤー部分がコンパクトにな

り設置スペースが小さくなります。また、ドライヤー部の定格消費電力は従来機よりも約55％削減しました。

 
・スチームコンベクションオーブン

操作パネルのシンプル画面をリニューアルし、調理時に必要な最低限の表示と操作スイッチにすることでスチー

ムコンベクションを取り扱ったことがない方でも使いやすくなりました。
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第３ 【設備の状況】

当社の事業は業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理であり、単一のセグメントであるため、セグメントに関連

付けての記載を省略しております。

 
１ 【設備投資等の概要】

当事業年度中において実施いたしました設備投資等の総額は、250,660千円であります。その主な内容は、栃木工場

における厨房機器製造設備の更新等であります。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。また、上記の設備投資額には、有形固定資産のほか、無形固定資

産への投資を含めて記載しております。

 
２ 【主要な設備の状況】

      2023年９月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本社
(東京都大田区)

統括管理業
務施設

713,395 －
172,889

( 2,930.9)
829 4,929 892,044

166
[1]

栃木工場
(栃木県矢板市)

厨房機器生
産設備

148,083 73,704
500,442
(38,811)

164,324 546 887,101
108
[-]

大分工場
(大分県豊後大野市)

厨房機器生
産設備

68,230 　55,205
40,000

(25,811.75)
－ 6,181 169,616

62
[-]

栃木物流センター
(栃木県矢板市)

物流設備 96,694 －
－

［13,899.69］
－ 0 96,694

12
[-]

北海道支店
他37事業所

販売設備 89,698 0
244,983

(1,579,876)
－ 183,610 518,291

187
[2]

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。

２. 栃木物流センターは土地を賃借しております。年間賃借料は12,643千円であります。なお、賃借している土

地の面積は［］で外書きしております。

３．従業員数の［］は、派遣社員を外書きしております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備等の新設等

2023年９月30日現在で計画している主な設備投資計画は、以下のとおりです。

事業所名
（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定額
資金調達方

法
着手年月

完了予定
年月

完成後
の増加
能力

総額
（千円）

既支払額
（千円）

栃木工場
（栃木県矢板
市）

― 工場施設の改修 13,000 ― 自己資金 2024年９月 2024年９月 （注）

― 工場施設の改修 34,500 ― 自己資金
2024年10月
以降

2024年10月
以降

（注）

大分工場
（大分県豊後
大野市）

― 工場施設の改修 14,200 ― 自己資金
2024年10月
以降

2024年10月
以降

（注）

―
生産設備（溶接
機）の入替

16,000 ― 自己資金
2024年10月
以降

2024年10月
以降

（注）

―
生産設備（板金
加工機）の入替

20,000 ― 自己資金
2024年10月
以降

2024年10月
以降

（注）

―
生産設備（試験
機）の入替

15,000 ― 自己資金
2024年10月
以降

2024年10月
以降

（注）

― 第３工場の新設 800,000 ―
自己資金及
び借入金

2025年10月
以降

2025年10月
以降

（注）

九州支店
（福岡県大野
城市） 

―
老朽化施設の建
替

300,000 182,900 増資資金 2023年５月 2023年12月 （注）

 

（注）老朽化設備の更新であり、能力の向上は見込んでおりません。

 
（２）重要な設備の除却等

　重要なものはありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,800,000

計 3,800,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,135,572 1,135,572
　東京証券取引

所　　スタンダード
市場

完全議決権株式であり、株主と
しての権利内容に何ら限定のな
い当社における標準となる株式
であります。

計 1,135,572 1,135,572 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2023年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2018年12月18日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　9
当社執行役員　6

新株予約権の数（個）　※ 135,000　（注）1

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及
び数（株）※

普通株式　13,500　（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 5,400 （注）2

新株予約権の行使期間　※ 2020年12月19日～2028年12月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　5,400
資本組入額　2,700

新株予約権の行使の条件　※

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社取締役
又は執行役員の地位にあることを要する。但し当社の取締役又は執
行役員であった者で任期満了又は定年により退任した者、その他正
当な理由があるものとして当社が特に新株予約権の行使を認めたも
のについてはこの限りではない。
　その他の条件は、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締
結した「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
　新株予約権の譲渡による取得は、当社取締役会の承認を要するも
のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項　※

（注）３
 

※　当事業年度の末日(2023年９月30日)における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月

末現在(2023年11月30日)において、これらの事項に変更はありません。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。

但し、本新株予約権を割り当てる日以降に当社が普通株式につき株式分割又は株式併合を行った場合に

は、次の算式により対象株式数は調整される。但し、かかる調整は、当該時点で行使されていない本新株

予約権の対象株式数についてのみ行われるものとし、調整の結果1株未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てる。

 　　調整後対象株式数 ＝ 調整前対象株式数×分割・併合の比
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２．新株予約権を割り当てる日以降に当社が普通株式につき株式分割又は株式併合を行った場合には、行使価

額は、次の算式により調整され、調整の結果1円未満の端数が生じた場合には、これを切り上げる。

 
 

調整後行使価額　＝ 調整前行使価額　×
1

 分割・合併の比率
 

 
　　また、当社が調整前行使価額を下回る価額で普通株式につき新株の発行若しくは自己株式の処分（当社が

発行する新株予約権が行使された結果として行われる場合を除く。）を行った場合、又は株式無償割当を

行った場合には、次の算式により行使価額の調整を行い、調整の結果1円未満の端数が生じた場合には、こ

れを切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行普通株式数　×　１株あたり払込金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行普通株式数　＋　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前行使価額

調整後行使価額＝調整前行使価額　×　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行普通株式数　＋　新規発行普通株式数

 
 　 上記算式において、「既発行普通株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式数

を控除した数とする。普通株式につき自己株式の処分を行う場合には、「新規発行普通株式数」を「処分

する当社が保有する普通株式数」に、「1株当たり払込金額」を「1株当たりの処分金額」にそれぞれ読み

替えるものとし、普通株式につき株式無償割当を行う場合には、「新規発行普通株式数」を「割当普通株

式数」に読み替え、「1株当たり払込金額」は0とするものとする。

 さらに、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、当社は必要と認める払込金額

の調整を行う。

 
３．組織再編時の取り扱い

　　（１）当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、当社は必要と認める対象株

　　　　　式数の調整を行う。

　　（２）当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、当社は必要と認める払込金額の調

　　　　　整を行う。

　　（３）当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社の株主総会で承認された場合、又は、当社が完

　　　　　全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案が当社の株主総会で承認された

　　　　　場合には、当社は、本新株予約権を無償で取得することができる。

４．2020年４月９日開催の臨時株主総会決議により、2020年４月13日付で普通株式10株につき１株の割合で株

　　式併合を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予

　　約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

　　組入額」が調整されております。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年4月13日(注１) △8,762,155 973,572 ― 597,600 ― 68,240

2021年11月８日(注２) 145,000 1,118,572 180,757 778,357 180,757 248,997

2021年12月８日(注３) 17,000 1,135,572 21,192 799,549 21,192 270,189
 

（注）１．2020年４月９日開催の臨時株主総会決議により、2020年４月13日付で普通株式10株につき１株の割合で

株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は8,762,155株減少し、973,572株となってお

ります。

２．2021年11月８日を払込期日とする有償一般募集による新株式145,000株（発行価格2,710円、引受価格

2,493.20円、資本組入額1,246.60円）発行により、資本金及び資本準備金はそれぞれ180,757千円増加し

ております。

３．2021年12月８日を払込期日とする有償第三者割当増資（株式会社SBI証券が行うオーバーアロットメント

による当社株式の売出しに関連した同社を割当先とする第三者割当増資）による新株式17,000株（割当

価格2,493.20円、資本組入額1,246.60円）発行により、資本金及び資本準備金はそれぞれ21,192千円増

加しております。

 
(5) 【所有者別状況】

       2023年９月30日現在

区分

株式の状況（1単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 10 19 6 1 542 579 ―

所有株式数
(単元)

― 7 62 2,693 21 1 8,258 11,312 4,372

所有株式数
の割合(％)

― 0.06 0.55 23.81 0.19 0.01 75.39 100.00 ―
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(6) 【大株主の状況】

2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社第一エア工業 東京都大田区中央６－２－１０ 130,079 11.45

日本調理機従業員持株会 東京都大田区東六郷３－１５－８ 125,674 11.06

株式会社マルゼン 東京都台東区根岸２丁目１９－１８ 107,400 9.45

田中　幸子 東京都大田区 91,082 8.02

齋藤　徳子 東京都大田区 89,369 7.87

齋藤　隆哉 東京都大田区 80,860 7.12

田中　成和 東京都大田区 37,439 3.29

西山　昌子 神奈川県横浜市港南区 30,778 2.71

佐藤　由美子 神奈川県川崎市川崎区 29,900 2.63

齋藤　有史 東京都大田区 21,800 1.91

計 ― 744,381 65.5
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式52株があります。

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

 

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,312 ―
1,131,200

単元未満株式
普通株式

― 1単元(100株)未満の株式
4,372

発行済株式総数 1,135,572 ― ―

総株主の議決権 ― 11,312 ―
 

（注）自己株式52株は、「単元未満株式」に含めて記載しております。
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② 【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

（注）当社は、単元未満の自己株式52株を保有しております。

　　　なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2023年11月14日）での決議状況
（取得期間　2023年11月15日）

30,000 88,170,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 30,000 88,170,000

提出日現在の未行使割合（％） － －
 

（注）自己株式の取得方法は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-３）による取得でありま

す。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第7号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 24 62

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(注)　当期間における取得自己株式には、2023年12月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

る株式は含まれておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自
己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分
割に係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

 その他
 （　―　）

― ― ― ―

保有自己株式数 52 ― 30,052 ―
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３ 【配当政策】

当社は、株主還元を重要な経営課題の１つであると認識するとともに、継続的な事業拡大に向けた取り組みが、

株主価値の増大のために重要であると考えております。配当性向は、経営環境、設備投資計画等を総合的に勘案

し、内部留保を考慮し30％程度とすることとしております。当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針

としており期末配当については株主総会で決定しております。

基準日が第85(2023年9月)期に係る剰余金の配当は、１株100円としております。内部留保に関しましては、生産

設備及び製品開発並びに物流施設に効率的に投資して参る所存であります。なお、当社は毎年３月31日を基準日と

して、中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、この決定機関は取締役会であります。

 
決議年月日 配当金の総額(千円) 1株当たり配当額(円)

2023年12月22日

定時株主総会
113,552 100
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業の公共性を堅持し、お客様に「安心・安全な製品およびサービス」を提供することにより、社会

生活に欠かせない「食」を通して新たな社会の発展に貢献することを経営理念としております。経営理念の追求

による持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るためには、ステークホルダーから揺るぎない信頼を獲得す

る必要があり、そのために,実効的なコーポレート・ガバナンスの継続運用が重要であると認識しております。

当社は、企業規模に見合った最適なコーポレート・ガバナンスを実現するために、倫理観の尊重を経営基盤と

する企業文化を醸成し、経営の透明性の維持向上を図って参ります。

 
②企業統治の体制の概要および当該体制を採用する理由

提出日現在の企業統治の概要は以下のとおりです。

イ．取締役会

当社の取締役会は、社内業務執行取締役５名、社外取締役４名(内、監査等委員３名、非業務執行社外取締役

１名）、監査等委員である社内取締役１名で構成しており、経営の基本方針・経営戦略等の重要事項を意思決

定する他、業務執行者による職務遂行をはじめとする経営全般に対する監督機能を担っております。４名の社

外取締役は、経営の効率化、経営判断の妥当性等に関して、高い見識と豊かな経験に基づく適正な監督機能に

努めております。

当社は、取締役会は通常月は月１回、四半期決算及び期末決算の対応月は月２回の開催を原則とし、2023年

９月期は16回開催しております。個々の取締役・監査役の取締役会への出席状況については、次のとおりであ

ります。

氏名 役職名 開催回数 出席回数

齋藤　有史 議長、代表取締役社長　社内取締役 16回 16回

西山　智康 代表取締役副社長　社内取締役 16回 16回

菅野　信尚 取締役　社内取締役 16回 16回

三島　博史 取締役　社内取締役 16回 16回

飯島　裕 取締役　社内取締役 13回 13回

松浦　宏文 非業務執行社外取締役 16回 16回

鈴木　克明 取締役　監査等委員 16回 16回

三井　聡 社外取締役　監査等委員 16回 16回

小粥　純子 社外取締役　監査等委員 16回 16回

宮島　哲也 社外取締役　監査等委員 16回 16回
 

（注）西山智康氏は、2023年12月22日開催の定時株主総会をもって退任しております。
飯島裕氏は、2022年12月23日開催定時株主総会において選任されているため、取締役就任後の開催回数
及び出席回数を記載しております。

 
取締役会の具体的な検討内容として、取締役会規程、法令に定められた事項及び経営に関する重要事項を決定

するとともに、業務執行の状況について監督しております。
 
ロ．監査等委員会

監査等委員会は、常勤監査等委員１名と社外取締役である監査等委員３名で構成し、監査等委員は、取締役

として取締役会で議決権の行使を行うとともに、取締役会において経営監視の役割を担っております。常勤の

監査等委員は、経営推進協議会、危機管理委員会その他の当社の重要な会議体へ出席し、意見を述べることが

できる体制としております。また、内部統制システムを活用した監査を行うこととしており、常勤の監査等委

員は内部監査に同席し内部監査の結果通知の報告を受け、必要に応じて、内部監査の被監査部門の業務執行取

締役および執行役員に対して説明を求めることができる体制としております。当社の監査等委員会の構成員

は、以下のとおりです。

　　鈴木　克明（委員長　常勤監査等委員）

　　三井　聡　（社外取締役　監査等委員）

　　小粥　純子（社外取締役　監査等委員）

　　宮島　哲也（社外取締役　監査等委員）
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　ハ．指名報酬諮問委員会

取締役の選解任・報酬および選出執行役員の選解任に係る取締役会の機能の独立性・客観性・透明性と説明

責任を強化するため、取締役会の諮問機関として、指名報酬諮問委員会を設置しております。本諮問委員会

は、非業務執行社外取締役４名及び非業務執行取締役１名で構成し、指名・報酬等に係る事項について審議し

た上で、その結果を取締役会へ答申いたします。

当事業年度において当社は指名・報酬委員会を５回開催しており、委員全員が５回中５回出席しておりま

す。本諮問委員会の構成員は、以下のとおりです。

　　　　　松浦　宏文（委員長　非業務執行社外取締役）

　　　　　鈴木　克明（取締役　常勤監査等委員）

　　　　　三井　聡　（社外取締役　監査等委員）

　　　　　小粥　純子（社外取締役　監査等委員）

　　　　　宮島　哲也（社外取締役　監査等委員）

 
ニ．経営推進協議会

経営推進協議会は、代表取締役社長を議長とし５名の業務執行取締役と６名の選出執行役員の11名で構成さ

れ、取締役会決議および経営の基本方針に基づき経営に関する重要事項を協議、決定し、社長の行う重要な業

務執行の補佐を行うことを目的としております。経営推進協議会は原則月１回開催され、ＰＤＣＡサイクルの

実施を適切にモニタリングして、会社の長期持続的発展を目指す観点からの建設的議論および相互啓発を促し

ております。社外取締役および監査等委員も適宜参加しております。

 
ホ．執行役員制度

業務執行の迅速化・効率化を図る目的で執行役員制度を導入しております。業務執行取締役の職務遂行を補

佐するために指名報酬諮問委員会の答申のもと取締役会で選出執行役員を選定しております。選出執行役員に

業務執行取締役の職務権限を一部委譲し、業務遂行の意思決定の迅速化を図るとともに、業務を担当する事業

部門への指揮命令監視機能を業務執行取締役とともに発揮することにより効率的な業務の遂行を行っておりま

す。

 
　　　　ヘ．危機管理委員会

リスク管理規程およびコンプライアンス基本規程の適切な運用およびモニタリング常設機関として危機管理

委員会を設置し、四半期に１回の開催を原則とし、必要に応じて随時開催しております。管理担当代表取締役

副社長を委員長とし、業務統括本部担当取締役、管理本部選出執行役員、経営企画室選出執行役員の４名で構

成しております。危機管理委員会は、リスクマネジメントに係わる重要指針の立案・推進・監視活動および遵

法精神・企業倫理に基づく事業推進の徹底を図るための重要指針を立案・推進・監視活動を行っております。

なお、オブザーバーとして常勤監査等委員が参加しております。

 
ト．内部監査

内部監査は、社長直轄組織である経営企画室内部監査担当が実施しております。業務全体の法令・社内規程

への準拠性および合理性・効率性、リスク管理体制やコンプライアンス管理体制を中心とする内部統制監査を

実施しております。内部監査は監査等委員会との連携を図りながら実施しております。

 
チ．内部通報制度

当社は、内部通報規程により社内外に通報窓口を設け、取締役、選出執行役員、社員（派遣社員、パートタ

イム社員等含む）および取引先職員から、組織的又は個人的な法令違反行為等に関する通報又は法令違反行為

に該当するかを確認・相談ができる仕組みを定め、不正行為等の早期発見と是正を図る体制としております。

 
　　　　リ．役職員の倫理観の醸成

コーポレートガバナンス体制の構築運用および事業推進活動の基本的基盤として、企業倫理規範および行動

指針を定め浸透に努めております。当社が企業活動を行っていくうえで会社および役員・社員が遵守すべき規

範および社会から信頼される企業の一員として社員一人一人が行うべき行動の指針を取りまとめて遵守してお

ります。
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　　　　ヌ．現在の体制を採用する理由

当社が採用するコーポレート・ガバナンス体制は、当社の現状の経営環境下において事業規模に見合った、

取締役の迅速な意思決定・業務執行の効率化を図ることが可能な体制であると考えております。非業務執行社

外取締役を複数人招聘し、指名報酬諮問委員会を設置することにより取締役会が果たすべきの監督機能と経営

の透明性を高めております。リスクマネジメント体制、コンプライアンス体制、内部監査体制の確立により、

各監査等委員が監査の実効性を高めることができるとともに、業務執行取締役及び選出執行役員の職務執行に

関する取締役会の監督機能を実効性あるものとしております。

　　　　当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は、以下のとおりです。
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③企業統治に関するその他の事項

イ．会社法第３９９条の１３第１項第１号ロ、ハ等に準拠した監査等委員会の職務の執行のため必要な体制およ

び取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制を構築し、運用しております。

内部統制システムの構築に当たり、企業経営における内部環境、外部環境に潜むリスクの発見及びその対応に

重点を置き、また、内部統制システムの運用に関わる役員・社員の倫理観の醸成が企業経営の基盤であるとの

認識の下、当社は、内部統制に関する基本方針を定めております。また、財務報告の信頼性を高めることを目

的に財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本方針を定めております。

 
ロ．リスク管理体制の整備状況

 a 概要

当社は、リスク管理規程により緊急時に取締役会の下部組織として設置する緊急対策本部、危機管理に関

する常設機関として設置する危機管理委員会、主管部門を経営企画室と定め、リスクマネジメントを組織的

に運用しております。モニタリング対象とする主なリスクは以下のとおりです。

 b コンプライアンスリスク

企業倫理規範及び行動指針、および、コンプライアンス基本規程に基づき、コンプライアンスの徹底を図

るため、全社的教育制度および各本部会議の中でコンプライアンス教育を実施し推進しております。労働災

害の有無、事故報告（営業車両の事故、据付工事現場の事故など）の有無、所定外労働時間の有無など各拠

点に対する定例コンプライアンス監査を実施しております。コンプライアンスの実効性を高めるために、組

織的又は個人的な法令違反行為等に関する通報又は法令違反行為に該当するかを確認・相談ができる仕組み

を定め、不正行為等の早期発見と是正を図る体制としております。

 C 反社会的勢力リスク

反社会的勢力との関係の排除に関し、反社会的勢力排除規程およびマニュアルを定め、心構え、教育体

制、対応方法、取引開始時の調査方法などの管理体制を構築しております。反社チェックは、取引開始時及

び一定規模の年間取引量がある取引先の調査を毎年実施しております。

 d 機密情報リスク

機密情報漏洩に関する対応として機密情報管理規程を制定し、機密情報の重要度に応じた保管方法、複写

持出方法、廃棄方法などの管理体制を定めております。

 e 情報セキュリティーリスク

情報システムに係わるリスクに関して「情報セキュリティ基本規程」を定め、コンピュータ機器、ネット

ワーク、ソフトウェアなどの取り扱いルール、モバイル端末、メール等取扱実施要領を定め運用しておりま

す。

 f 品質クレームリスク

品質、製品の安全性の向上および製造物責任の対応を含め、自社製品（施工を含む）に関する重大クレー

ムの重要事項に対する恒久対策などを審議する全社的合同品質管理会議、各工場内での品質会議を実施して

おります。また、業務全体の品質を維持するルールとして、ISO9001の品質管理マニュアルを運用しており

ます。

 g 財産保全リスク

債権管理規程に従い、与信管理・滞留債権管理の方法を定め、取引先起因による貸倒損失の発生を未然に

防止するよう努めております。また、棚卸資産管理規程に従い、不良在庫等の発生を未然に防止する体制整

備に取り組んでおります。

 
ハ．当社は、取締役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）

契約を締結しております。保険料特約部分も含め会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担は

ありません。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関して責任を負うこと、又は、当

該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について補填することとされています。

但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、一定の免

責事由があります。当該保険契約には免責額を設けており、当該免責額までの損害については補填の対象とし

ないこととされています。

 
④責任限定契約

当社と社外取締役は会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
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締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定する額としております。なお、当該責

任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がない

時に限られます。

 
　　⑤特別取締役による取締役会の決議制度

該当事項はありません。

 
　　⑥会社の支配に関する基本方針

特定の者による当社の経営の基本方針に重大な影響を与える大量買付提案等があった場合、それを受け入れる

か否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきものと認識しており、株主の皆様が判断するために

必要十分な情報を提供することが、当社取締役会の責務と考えております。

一方で、当社は「誠実奉仕」「堅実経営」「技術開発」という社是のもと、長年にわたって培ってきた株主の

皆様をはじめ、お客様、取引先及び従業員等のステークホルダーとの信頼関係を維持・強化することが、中長期

的な当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の向上に資するものと考えております。当社取締役会は、これら

を毀損するような大量買付提案に対して評価・検討した上、代替案をご提示し、企業価値および株主共同の利益

に及ぼす影響について、株主の皆様に適切にご判断いただくことができるよう、当社取締役会は説明責任を果た

してまいります。

 
　　⑦取締役に関する事項

当社の取締役（監査等委員である者を除く。）の定数は10名以内とし、監査等委員である取締役の定数は５名

以内とする旨、定款で定めております。取締役選任の決議要件につきましては、監査等委員である取締役とそれ

以外の取締役とを区別して、株主総会において議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上の株式を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを決議する旨、および、取締役の選任決議は累積投票によらな

いものとする旨、定款で定めております。

 
　　⑧株主総会に関する事項

イ．株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項は、取締役の責任免除と中間配当でありま

す。当社は、取締役が職務遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度にお

いて、取締役会の決議により免除することができる旨を定款に定めております。

中間配当に関しましては、会社法第454条第５項の規定に基づき株主への機動的な利益還元を実施するため、

定款に取締役会の決議によって毎年３月31日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定めておりま

す。

 

ロ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款で定めて

います。定足数を緩和することにより、株主総会の運営を円滑に行うことを目的としております。

 
ハ．自己株式の取得

当社は、経済情勢および経営環境の変化に合わせ流動的な資本・財務政策を実施するため、会社法第165条第

２項に基づき、取締役会決議によって市場取引等によって自己株式を取得する旨を定款で定めております。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

　男性9名　女性1名(役員のうち女性の比率10％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

 代表取締役

 社長
齋藤　有史 1970年４月９日

1994年10月 日本調理機株式会社入社
2006年12月 当社取締役 営業本部副本部長

2009年12月 当社取締役 栃木工場長

2013年12月 当社常務取締役 生産部門担当役員

2015年12月 当社代表取締役社長（現任）

(注)２ 21,800

常務取締役 菅野　信尚 1960年１月７日

1982年４月 日本調理機株式会社入社
2007年10月 当社東北支店支店長
2015年10月 当社業務統括部長
2016年２月 当社執行役員販売本部担当
2021年12月 当社常務取締役（現任）

(注)２ 730

取締役 三島　博史 1970年８月27日

1994年４月 日本調理機株式会社入社
2012年10月 当社販売推進部長
2016年４月 当社業務統括部長
2017年12月 当社執行役員業務統括部長
2018年10月 当社執行役員経営企画室長
2021年12月 当社取締役（現任）

(注)２ 1,405

取締役 飯島　裕 1964年11月20日

1985年４月 日本調理機株式会社入社
2012年10月 当社製品開発部部長
2017年４月 当社技術開発部門統括部長
2018年10月 当社生産本部統括部長
2021年12月 当社執行役員生産本部担当
2022年12月 当社取締役（現任）

(注)２ 3,300

 取締役 猪野田　光裕 1975年12月31日

1998年４月 日本調理機株式会社入社
2015年10月 当社経理部長
2021年12月 当社執行役員管理本部担当
2023年12月 当社取締役(現任)

(注)２ 400

取締役 松浦　宏文 1946年４月７日

1970年４月 株式会社東芝入社
1973年３月 大和証券株式会社入社
1995年７月 大和投資顧問株式会社 取締役国際部長

2006年４月
ユナイテッド・マネージャーズ・ジャパン
株式会社 監査役

2013年12月 当社監査役
2017年12月 当社社外取締役（現任）

(注)２ 0

 取締役

 （監査等委員）
鈴木　克明 1959年５月10日

1982年４月 日本調理機株式会社入社
2007年４月 当社総務部長
2012年12月 当社執行役員総務部長
2021年12月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)３ 949

取締役

 （監査等委員）
三井　聡 1977年１月31日

2004年12月 中央青山監査法人入所
2014年１月 三井公認会計士・税理士事務所開設（現任）

2014年１月
株式会社ジェントルパートナーズ代表取締役
（現任）

2017年12月 当社監査役
2018年9月 税理士法人ふたば代表社員（現任）
2018年12月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)３ 0

取締役

 （監査等委員）
小粥　純子 1967年10月10日

1991年４月 中央新光監査法人入所
1994年３月 公認会計士登録

2006年９月
あらた監査法人（現PwCあらた有限責任監査法
人）入所

2012年８月
日本公認会計士協会 自主規制・業務本部 調

査・相談グループ長

2012年10月
東北大学大学院経済学研究科（会計大学院）教
授（現任）

2020年１月 小粥純子公認会計士事務所開設（現任）
2020年３月 税理士登録
2020年４月 竹内絢子税理士事務所入所（現任）
2020年12月 当社取締役監査等委員（現任）
2021年６月 株式会社日新 社外取締役監査等委員（現任）

2021年12月 大和ハウスリート投資法人　監督役員（現任）
2022年３月 株式会社セレス　社外取締役監査等委員

2022年６月
株式会社商工組合中央金庫監査役　社外監査役
（現任）

2022年６月
株式会社民間資金等活用事業推進機構　社外監
査役（現任）

2023年９月
一般社団法人カルチャー・ヴィジョン・ジャパ
ン　監事（現任）

(注)３ 0

取締役

 （監査等委員）
宮島　哲也 1970年４月10日

1997年４月 梶谷綜合法律事務所入所（現任）

2014年４月 第一東京弁護士会 監事

2016年６月 日本高周波鋼業株式会社 社外取締役（現任）

2020年12月 当社社外取締役
2022年12月 当社取締役監査等委員（現任）

(注)３ 0

計 28,584
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(注) １．取締役　松浦宏文、三井聡、小粥純子及び宮島哲也は、社外取締役であります。

２．監査等委員以外の取締役の任期は、2023年12月22日開催の定時株主総会終結の時から、2024年９月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2022年12月23日開催の定時株主総会終結の時から、2024年９月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。

４．鈴木克明は、常勤の監査等委員で監査等委員会の委員長であります。常勤の監査等委員を選定している理由

は、社内事情に精通した者が重要な会議に出席し、また、幹部社員への質問等により情報を収集することが

可能な体制とすること、および内部監査との連携により監査等委員会の監査の監査機能を強化するためであ

ります。

５．当社は業務執行の意思決定を迅速化するため執行役員制度を導入しております。執行役員は上記のほか、以

下の5名であります。

　　　執行役員生産本部担当　　　　小川　和洋

　　　執行役員販売本部担当　　　　早川　桂司

　　　執行役員販売本部担当　　　　石躍　昭広

　　　執行役員経営企画室担当　　　川北　拓

　　　執行役員生産本部担当　　　　加藤　勝巳

 
②　社外取締役の状況

当社は、取締役会運営の公正性・透明性の確保並びに監督機能の強化のため、社外取締役（監査等委員である

取締役を除く。）１名を選任しております。また、監査等委員会設置会社として監査等委員である社外取締役３

名を選任しております。

社外取締役の兼職する主な他の法人等及び役職は以下のとおりであります。

役名区分 氏名 兼職する主な他の法人等及び役職

取締役 松浦　宏文  

取締役(監査等委員） 宮島　哲也 日本高周波鋼業株式会社 社外取締役

取締役(監査等委員) 三井　聡 税理士法人ふたば　代表社員

取締役(監査等委員) 小粥　純子 東北大学大学院経済学研究科 教授、株式会社日新 社外取締役
 

 
当社と社外取締役との間に、人的資本的関係又は重要な取引関係その他の利害関係はありません。社外取締役

に対しては、その経験や幅広い見識、専門的知見に基づく客観的見地からの発言により、当社業務の適正性の確

保及び向上に資する役割を担っていただいております。また、当社取締役会は、東京証券取引所の定める独立性

基準に加え、当社取締役の独立性判断基準を定め、以下のいずれにも該当しないことを確認した上で、独立社外

取締役候補を指名しております。

＜独立性判断基準＞取締役会での承認が必要

・当社の主要株主

・当社グループの主要な取引先又は当社グループを主要な取引先とする者

・現在又は過去３年における当社監査法人の社員

・当社グループが過去３年平均で年間1,000万円以上の報酬を支払っている公認会計士、税理士、弁護士その他

　のコンサルタント

・当社グループが過去３事業年度で平均年間1,000万円以上の寄付又は助成を行っている組織に属する者

・当社グループから取締役を受け入れている会社の業務執行者

・当社グループの業務執行者の近親者

・上記対象者が法人の場合はその業務執行者、上記対象者が個人の場合はその近親者

 
③社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会による監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係

監査等委員でない社外取締役は、原則月１回開催される取締役会へ出席し、監査等委員会の監査計画上の基本

方針・重点監査結果や内部統制の整備・運用状況等、金融商品取引法に基づく内部統制に係る評価結果及び会計

監査の報告を受けることにより、取締役の職務執行に対する監督機能を果たしております。

監査等委員である社外取締役は、原則月１回開催される取締役会および監査等委員会に出席し、業務執行取締

役、常勤監査等委員および使用人等から必要に応じて意見を求め、内部監査、会計監査および内部統制監査の実

施状況の報告を受け、意見を交換し、取締役会に対する監督牽制機能を果たしております。
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(3) 【監査の状況】

①監査等委員会による監査の状況

監査等委員会は、常勤監査等委員１名、非常勤監査等委員３名、合計４名で構成し、原則として毎月１回開催

し業務執行の状況、監査状況の確認を行っております。常勤監査等委員 鈴木克明は長年に亘り総務部に従事した

経験を監査に活かし、監査等委員 三井聡および小粥純子は、監査法人勤務経験と、公認会計士の資格を有してお

り、いずれも財務および会計に関する相当程度の知見を監査に活かしております。また、監査等委員の宮島哲也

は、弁護士としての豊富な知識と経験を有しております。常勤監査等委員は、重要会議に出席し、会社経営全般

に関する意見交換を行うとともに、取締役等から職務の執行状況について報告を受け、法令、定款違反や少数株

主利益を侵害する事実の有無について重点的に監査を実施し、他の監査等委員と検討を重ねます。監査等委員会

は、内部監査部門から定期的に内部監査の実施状況とその結果の報告を受けるとともに、必要に応じて追加監査

と必要な調査を指示することができる体制としており、また、随時、会計監査人とも連携を図りながら、取締役

の職務遂行と執行役員の業務執行の状況を監査、監督しております。

 
当事業年度の監査等委員会は13回開催しており、個々の監査等委員の出席状況は以下のとおりです。

氏名 開催頻度 出席回数

鈴木　克明 13回 13回

三井　聡 13回 13回

小粥　純子 13回 13回

宮島　哲也 10回 10回
 

監査等委員会における主な検討事項として、監査等委員会関連の規程の制定改廃、監査計画策定、監査報告書

の作成、会計監査人の再任に関する評価、会計監査人の報酬等に関する同意等があります。また、常勤監査等委

員の活動として、経営推進協議会、危機管理委員会など重要会議に出席するとともに、内部監査への同席、必要

に応じて業務執行の各部門責任者から報告を求め、当社の業務執行状況に関する情報を収集しております。

なお、宮島哲也は、2022年12月23日開催の定時株主総会で選任されており、在任中の監査等委員会について記

載しております。

 
②内部監査の状況

当社の内部監査部門は、代表取締役社長執行役員直属の内部監査担当組織として設置し、室長１名と専任者１

名の２名で構成しております。内部監査テーマにより牽制的業務評価ができる現場部門から内部監査人を選任し

て効率的な内部監査を実施しております。内部監査は、業務監査と内部統制監査を中心に実施し、社内の各業務

の経営方針や社内規程・マニュアルへの準拠性、法令遵守性等について、内部監査規程および内部監査計画に基

づき、定期的に実施しております。また、不正誤謬等を未然に防止し、経営の合理化並びに効率化に寄与するこ

とにより、会社の健全な発展を図ることを目的としており、内部監査結果は、社長に報告するとともに、被監査

部門に対する具体的な指導とフォローアップを行っております。

 
③会計監査の状況

a.監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

b.継続監査期間

33年間

c.業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員・業務執行社員　本多　茂幸　　EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員・業務執行社員　平岡　亜惟　　EY新日本有限責任監査法人

同監査法人は、当社の会計監査に一定期間を超えて業務執行社員が関与することのないよう措置をとっており

ます。

d.監査業務に係る補助者の構成

監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士６名、その他12名（計18名）であります。

e.監査法人の選定方針と理由

監査法人の新規選定が必要な場合には、各候補者から必要な資料を入手し、面談・質問等を通じ、監査法人の

品質管理体制・品質レビュー結果や独立性に関する法令等の遵守状況および監査の実施体制等並びに監査報酬見
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積額等に着目して評価を実施し、適任者を選定することとしております。

監査法人の再任の適否については、毎年、必要な報告を受けた上で、品質管理レビュー結果および審査会によ

る検査結果、職務遂行状況、監査体制および独立性を勘案し、別途定める会計監査人の評価および選定基準の指

針を踏まえ、再任の適否について審議・決定することとしております。なお、審議の結果、適正な監査の遂行が

困難であると認められる場合には、監査等委員会は、監査法人の解任又は不再任を株主総会に提案いたします。

当社は、32年前からEY新日本有限責任監査法人（選定当時は中央監査法人）を会社法に基づく会計監査人とし

て選定しておりますが、上記に記載の選定方針を満たしていることから、引き続き同監査法人を選定しておりま

す。

f.監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、品質管理体制・情報セキュリティー管理体制・担当者の独立性・当社事業リスクの理

解度・職業的懐疑心の発揮・監査報酬・監査等委員会や経営者とのコミュニケーションなどの観点から、毎年評

価を行っております。その結果、現在の監査法人を再任することが妥当であると判断しております。

 
④監査報酬の内容など

a.監査公認会計士等に対する報酬の内容

前事業年度（2022年９月期） 当事業年度（2023年９月期）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

34,000 2,500 34,000 －
 

前事業年度における非監査業務の内容は、新規上場に係るコンフォートレター作成業務であります。

b.監査を行う監査公認会計士等と同一ネットワークに属する組織に対する報酬（a.を除く）

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

c.その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。

d.監査報酬の決定方法

当社の監査報酬の決定方針は、監査延べ日数、監査人の経験年数などを勘案し、他社比較を行ったうえで決定

することとしております。当社は、会計監査人より提出された監査計画の妥当性、投入人数および工数等の報酬

見積りの算定根拠等を検証し、報酬額が合理的であると判断した上で決定しております。

e.監査等委員会が監査法人の報酬に同意した理由

監査等委員会は、当年度における監査計画および報酬見積りの算出根拠を確認し、過年度の監査計画および活

動実績の監査工数比較、時間単価比較、監査担当者の経験年数比較などを総合的に勘案し、監査報酬の額につい

て妥当と判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

40/87



 

(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2019年９月25日の取締役会において、取締役の個人別報酬額の決定方針を以下のとおり決議してお

ります。なお、報酬は、以下の方法に基づく決定額を月額換算して毎月支払うこととしております。

a.役員報酬の構成

当社の役員報酬体系は、基本報酬(固定報酬と変動報酬)及び非金銭報酬で構成しております。

　　基本報酬：固定報酬

　　・役位に応じて設定した月額基準報酬テーブルにより算定される基本報酬

　　・就任年数/貢献度合いを代表取締役が6段階で評価して決定する貢献報酬

　　基本報酬：変動報酬

　　・会社業績及び担当部門業績並びに個人責務の3つの視点で配分する報酬

 　 ・業務執行取締役の変動報酬は、非業務執行取締役の変動報酬（月額固定報酬の２～４ヵ月の範囲）を控

   除して算出

変動報酬は、当期純利益等４項目を評価項目とし、基準年度実績と過去３期実績平均を比較して３段階

で算定する。

　　非金銭報酬

　　・2023年12月22日開催の定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬制度の導入を決議いたしました。

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主の皆様との一層の価値

共有を進めることを目的として、年に１度付与いたします。

なお、2023年12月22日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度は廃止いたしました。

 
ｂ.役員報酬の決定方法及び委任に関する事項

2018年12月18日開催の第80期定時株主総会決議により、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬

等限度額 は年額250百万円以内となっております。同定時株主総会決議により、監査等委員である取締役の報

酬限度額は年額38百万円以内となっております。なお、決議当時の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の員数は７名（うち 社外取締役１名）、決議当時の監査等委員である取締役の員数は３名（うち社外取

締役２名）となっております。

個人別の固定報酬及び変動報酬の額並びにその割合については、代表取締役が協議して立案した報酬案を、

社外取締役及び非業務執行取締役で構成する指名報酬諮問委員会に提示します。指名報酬諮問委員会の審議を

経て、監査等委員でない取締役の報酬は代表取締役に答申後、取締役会で決定しております。

当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿

うものであると判断しております。

監査等委員である取締役の報酬は、指名報酬諮問委員会の答申に基づき、監査等委員である取締役の協議で

決定しております。

非金銭報酬である株式報酬については、2023年12月22日開催の定時株主総会により、当社の取締役（社外取

締役及び監査等委員である取締役を除く。）に対して新たに譲渡制限付株式報酬が導入され、現行の取締役報

酬枠とは別枠で年額50百万円以内とし、本制度により発行又は処分される当社の普通株式の総数は年10,000株

以内といたします（なお、当社普通株式の株式分割又は株式併合が行われるなど株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、発行又は処分される株式数を合理的に調整することができるものとしま

す。）。
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②　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

退職慰労金

取締役（監査等委員を除く。）
(社外取締役を除く。)

135,864 121,024 ― 14,840 6

取締役（監査等委員）
(社外監査等委員を除く。)

12,134 10,864 ― 1,270 1

社外役員 24,536 23,136 ― 1,400 4
 

　（注）１．退職慰労金は、役員退職慰労引当金繰入額を記載しております。

　　　　２．使用人兼務役員の使用人給与については、該当事項はありません。

 
③　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
(5) 【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外（政策保有）の目的である投資株式の区分につ

いて、以下のとおり定めております。

純投資目的：配当の受領及び株式の価値の変動によって利益を得ることを目的として保有する株式

政策保有目的：取引先との取引関係の強化、業務提携等の観点から、当社の企業価値向上に資することを目的とし

て保有する株式

 
②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、取引企業との取引関係の維持・強化および顧客業界情報の収集並びに資金調達の円滑化を図る目的

で政策保有株式を保有しており、企業価値向上に資すると認められない場合には、売却する方針としておりま

す。

政策保有株式に関しては、取締役会において、個別の政策保有投資株式毎に、投下資本に対するリターンが

資本コストを大幅に下回っていないか毎年検証しております。また、政策的に保有することの経済合理性と保

有意義が希薄化してきた銘柄については、相手先企業と対話の上、売却することを取締役会において確認して

おります。

政策保有株式に係る議決権については、当社および保有先の企業価値向上に資する議案であるか否かを総合

的に判断して、行使しております。

 
ｂ.　銘柄数及び貸借対照表計上額

 銘柄数 貸借対照表計上額の合計額(千円)

非上場株式 14 51,600

非上場株式以外の株式 1 8,000
 

 
(当事業年度において株式数が増加した銘柄)

 銘柄数 株式数の増加に係る取得価額の合計額(千円) 株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ―
 

 
(当事業年度において株式数が減少した銘柄)

 銘柄数 株式数の減少に係る売却価額の合計額(千円)

非上場株式 1 1,000

非上場株式以外の株式 ― ―
 

 
ｃ.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果及
び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

㈱帝国ホテル

4,000 4,000
全国の帝国ホテルに対して厨
房設備及び厨房用備品の営業
活動を行っており、取引の円
滑化及び業界動向等の情報収
集のために保有しておりま
す。定量的な保有効果につい
ては記載が困難であります。
保有の合理性は、保有先企業
との取引状況や保有先企業の
財政状態、経営成績及び株
価、配当等の状況を確認し、
判断しております。
 

無

8,000 7,380

 

 
みなし保有株式

　該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

 
当事業年度 前事業年度

銘柄数
貸借対照表計上額の

合計額(千円)
銘柄数

貸借対照表計上額の

合計額(千円)

非上場株式 － － － －

非上場株式以外の株式 1 6,342 1 3,257
 

 

 
当事業年度

受取配当金の合計

額（千円）

売却損益の合計額

(千円)

評価損益の合計額

（千円）

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 160 － 3,085
 

 
④当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１ 財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2022年10月１日から2023年９月30日まで)の

財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、

連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

　①  資産基準            0.40％

　②  売上高基準          0.03％

　③  利益基準          　0.04％

　④  利益剰余金基準      0.24％

 
４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には会計基準等の内容を適

切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、専門的な情報を有する

団体等が主催する各種セミナーへの参加及び財務・会計情報誌の購読を行い、適正性の確保に努めております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,073,591 4,522,743

  受取手形 ※1  579,133 ※1,※3  810,905

  電子記録債権 － ※1,※3  151,753

  売掛金 ※1  3,996,457 ※1  3,171,871

  商品及び製品 748,537 755,121

  仕掛品 692,142 789,114

  原材料及び貯蔵品 326,698 416,363

  前渡金 2,197 1,375

  前払費用 30,634 26,669

  その他 62,578 3,915

  流動資産合計 9,511,970 10,649,835

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  3,868,404 ※2  3,828,544

    減価償却累計額 △2,692,233 △2,720,424

    建物（純額） 1,176,170 1,108,119

   構築物 298,491 296,591

    減価償却累計額 △286,468 △288,140

    構築物（純額） 12,023 8,451

   機械及び装置 496,072 449,959

    減価償却累計額 △386,247 △321,050

    機械及び装置（純額） 109,825 128,909

   車両運搬具 4,878 2,699

    減価償却累計額 △4,877 △2,698

    車両運搬具（純額） 0 0

   工具、器具及び備品 276,004 281,217

    減価償却累計額 △260,537 △268,511

    工具、器具及び備品（純額） 15,466 12,705

   土地 ※2  1,012,183 ※2  1,012,183

   リース資産 363,524 363,524

    減価償却累計額 △162,874 △198,369

    リース資産（純額） 200,650 165,154

   建設仮勘定 － 182,900

   有形固定資産合計 2,526,319 2,618,425

  無形固定資産   

   借地権 13,485 13,485

   ソフトウエア 7,192 4,261

   その他 773 2,543

   無形固定資産合計 21,452 20,291
 

 

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

45/87



 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 63,237 61,942

   関係会社株式 9,800 9,800

   出資金 2,000 2,000

   長期貸付金 40,469 38,436

   関係会社長期貸付金 26,716 31,655

   破産更生債権等 89,560 89,320

   繰延税金資産 478,364 491,955

   その他 57,092 60,105

   貸倒引当金 △89,560 △89,320

   投資その他の資産合計 677,680 695,895

  固定資産合計 3,225,451 3,334,611

 資産合計 12,737,422 13,984,447
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 2,022,652 752,871

  電子記録債務 614,167 2,972,739

  買掛金 1,359,124 998,182

  短期借入金 ※2,※4  230,000 ※2,※4  230,000

  １年内返済予定の長期借入金 ※2  66,500 －

  リース債務 38,971 35,881

  未払金 22,896 73,973

  未払費用 331,333 337,766

  未払法人税等 － 179,262

  未払消費税等 － 119,749

  契約負債 34,739 78,465

  預り金 11,300 11,114

  賞与引当金 380,000 410,000

  製品保証引当金 19,804 24,031

  資産除去債務 7,137 －

  流動負債合計 5,138,626 6,224,038

 固定負債   

  リース債務 181,653 145,772

  退職給付引当金 974,033 949,930

  役員退職慰労引当金 97,670 111,480

  資産除去債務 17,031 17,031

  その他 1,000 13,050

  固定負債合計 1,271,389 1,237,264

 負債合計 6,410,015 7,461,302
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 799,549 799,549

  資本剰余金   

   資本準備金 270,189 270,189

   資本剰余金合計 270,189 270,189

  利益剰余金   

   利益準備金 149,400 149,400

   その他利益剰余金   

    別途積立金 2,680,000 2,680,000

    固定資産圧縮積立金 6,750 6,447

    繰越利益剰余金 2,418,169 2,614,477

   利益剰余金合計 5,254,320 5,450,324

  自己株式 △131 △193

  株主資本合計 6,323,927 6,519,870

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 3,479 3,274

  評価・換算差額等合計 3,479 3,274

 純資産合計 6,327,406 6,523,144

負債純資産合計 12,737,422 13,984,447
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
　至 2023年９月30日)

売上高   

 製品売上高 4,354,644 4,812,614

 商品売上高 11,113,114 12,829,489

 売上高合計 ※1  15,467,759 ※1  17,642,103

売上原価   

 製品売上原価   

  製品期首棚卸高 231,510 412,106

  当期製品製造原価 2,941,552 3,098,265

  製品保証引当金繰入額 5,699 11,748

  合計 3,178,762 3,522,120

  製品他勘定振替高 8,901 6,032

  製品期末棚卸高 412,106 342,128

  製品売上原価 2,757,753 3,173,959

 商品売上原価   

  商品期首棚卸高 307,309 336,431

  当期商品仕入高 7,676,168 9,008,225

  合計 7,983,478 9,344,656

  商品期末棚卸高 336,431 412,992

  商品売上原価 7,647,047 8,931,663

 搬入据付費等 749,004 899,456

 売上原価合計 11,153,805 13,005,080

売上総利益 4,313,953 4,637,023

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 1,534,659 1,562,144

 賞与引当金繰入額 259,505 286,673

 退職給付費用 91,189 88,322

 減価償却費 89,969 68,824

 貸倒引当金繰入額 △1,550 △240

 役員退職慰労引当金繰入額 18,350 17,510

 その他 ※2  1,978,594 ※2  2,072,378

 販売費及び一般管理費合計 3,970,718 4,095,613

営業利益 343,235 541,409
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
　至 2023年９月30日)

営業外収益   

 受取利息 819 756

 受取配当金 156 8,112

 仕入割引 9,174 －

 受取家賃 6,228 6,164

 その他 10,028 9,570

 営業外収益合計 26,406 24,604

営業外費用   

 支払利息 1,273 747

 支払手数料 1,800 999

 上場関連費用 17,393 －

 株式交付費 6,864 －

 その他 1,380 912

 営業外費用合計 28,712 2,659

経常利益 340,929 563,354

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  85 ※3  100

 出資金清算益 23,431 －

 特別利益合計 23,516 100

特別損失   

 固定資産除却損 ※4  35,470 ※4  22,953

 特別損失合計 35,470 22,953

税引前当期純利益 328,975 540,501

法人税、住民税及び事業税 94,259 221,732

法人税等調整額 28,782 △13,500

法人税等合計 123,041 208,231

当期純利益 205,933 332,269
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  材料費  1,382,576 45.8 1,547,655 47.9

Ⅱ  労務費  1,075,467 35.7 1,071,523 33.2

Ⅲ  経費 ※１ 557,099 18.5 608,899 18.9

    当期総製造費用  3,015,143 100.0 3,228,078 100.0

   期首仕掛品棚卸高  629,847  692,142  

合計  3,644,990  3,920,221  

   期末仕掛品棚卸高  692,142  789,114  

    他勘定振替高 ※２ 11,295  32,841  

    当期製品製造原価  2,941,552  3,098,265  
 

 

 

(注)  ※１  主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

外注加工費 303,518 336,930

減価償却費 81,224 83,142

消耗品費 28,348 41,646
 

　

※２  他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

試験研究費 8,244 29,091

その他 3,051 3,749

計 11,295 32,841
 

 
(原価計算の方法)

当社の原価計算は実際総合原価計算であり、原価差額は期末に製品、仕掛品、売上原価等に配賦しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2021年10月１日　至　2022年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 597,600 68,240 68,240

当期変動額    

新株の発行 201,949 201,949 201,949

剰余金の配当    

自己株式の取得    

当期純利益    

固定資産圧縮積立金

の取崩
   

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   

当期変動額合計 201,949 201,949 201,949

当期末残高 799,549 270,189 270,189
 

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金

固定資産

圧縮積立金
繰越利益剰余金

当期首残高 149,400 2,680,000 7,068 2,328,742 5,165,211 △131

当期変動額       

新株の発行       

剰余金の配当    △116,825 △116,825  

自己株式の取得       

当期純利益    205,933 205,933  

固定資産圧縮積立金の

取崩
  △318 318 －  

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
      

当期変動額合計 － － △318 89,426 89,108 －

当期末残高 149,400 2,680,000 6,750 2,418,169 5,254,320 △131
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 5,830,920 3,723 3,723 5,834,644

当期変動額     

新株の発行 403,898   403,898

剰余金の配当 △116,825   △116,825

自己株式の取得 －   －

当期純利益 205,933   205,933

固定資産圧縮積立金

の取崩
－   －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 △244 △244 △244

当期変動額合計 493,006 △244 △244 492,762

当期末残高 6,323,927 3,479 3,479 6,327,406
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当事業年度(自　2022年10月１日　至　2023年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 799,549 270,189 270,189

当期変動額    

新株の発行    

剰余金の配当    

自己株式の取得    

当期純利益    

固定資産圧縮積立金

の取崩
   

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   

当期変動額合計 － － －

当期末残高 799,549 270,189 270,189
 

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金

固定資産

圧縮積立金
繰越利益剰余金

当期首残高 149,400 2,680,000 6,750 2,418,169 5,254,320 △131

当期変動額       

新株の発行       

剰余金の配当    △136,265 △136,265  

自己株式の取得      △62

当期純利益    332,269 332,269  

固定資産圧縮積立金

の取崩
  △303 303 －  

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

      

当期変動額合計 － － △303 196,308 196,004 △62

当期末残高 149,400 2,680,000 6,447 2,614,477 5,450,324 △193
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 6,323,927 3,479 3,479 6,327,406

当期変動額     

新株の発行 －   －

剰余金の配当 △136,265   △136,265

自己株式の取得 △62   △62

当期純利益 332,269   332,269

固定資産圧縮積立金

の取崩
－   －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 △204 △204 △204

当期変動額合計 195,942 △204 △204 195,737

当期末残高 6,519,870 3,274 3,274 6,523,144
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2021年10月１日
　至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 328,975 540,501

 減価償却費 171,546 152,320

 無形固定資産償却費 3,993 3,611

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,550 △240

 賞与引当金の増減額（△は減少） △65,000 30,000

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,938 4,227

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,917 △24,103

 役員退職給付引当金の増減額（△は減少） △20,860 13,810

 受取利息及び受取配当金 △975 △8,868

 支払利息 1,273 747

 有形固定資産除却損 35,470 22,953

 有形固定資産売却損益（△は益） △85 △100

 売上債権の増減額（△は増加） △3,749 441,300

 棚卸資産の増減額（△は増加） △344,112 △193,222

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 26,269 12,713

 仕入債務の増減額（△は減少） △59,906 727,849

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △123,003 232,624

 その他 △23,431 12,050

 小計 △56,164 1,968,174

 利息及び配当金の受取額 963 8,874

 利息の支払額 △1,273 △762

 法人税等の支払額 △305,246 △24,830

 営業活動によるキャッシュ・フロー △361,720 1,951,455

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △77,475 △251,764

 有形固定資産の除却による支出 △35,470 △170

 有形固定資産の売却による収入 89 －

 無形固定資産の取得による支出 － △2,450

 貸付けによる支出 － △10,000

 貸付金の回収による収入 9,037 7,093

 その他 22,257 △3,212

 投資活動によるキャッシュ・フロー △81,563 △260,503

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △84,000 △66,500

 株式の発行による収入 403,898 －

 自己株式の取得による支出 － △62

 配当金の支払額 △116,683 △136,265

 その他 △36,050 △38,971

 財務活動によるキャッシュ・フロー 167,163 △241,798

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △276,119 1,449,152

現金及び現金同等物の期首残高 3,349,710 3,073,591

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,073,591 ※1  4,522,743
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品・仕掛品・原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2) 商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

　　　(3) 貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

 
３. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　５～50年

その他　 ２～35年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

 

４. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。

(3) 製品保証引当金

製品保証による支出に備えるため、過去の実績率に基づく発生見込額を計上しているほか、発生額を個別に

見積もることができる費用については当該見積額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

 
５. 収益及び費用の計上基準

　　　業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理事業

　業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理事業においては、厨房機器の仕入商品の販売並びに集団給食施

設向けの食器洗浄機、消毒保管機、回転釜、炊飯器、スチームコンベクションオーブン等の製造及び販売を

行っております。

　商品及び製品の販売に係る収益は、搬入据付工事を含む場合においては、顧客の検収により顧客に当該製品

に対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、搬入据付工事が完了後、顧客の検収時点で収益を認

識しております。

　なお、搬入据付工事を伴わない商品及び製品の販売に係る収益は、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧

客に移転される時までの時間が通常であるため、出荷時に収益を認識しております。

　保守修理に係る収益は、主に販売した商品又は製品の保守修理であり、顧客の検収により当該役務の提供が

完了し、履行義務が充足されることから、サービス提供が完了後、顧客の検収時点で収益を認識しておりま

す。

　いずれの収益も、顧客との契約において約束された金額で測定しております。製造及び販売の対価は、履行

義務を充足してから主として1年以内に受領しております。また、重要な金融要素は含んでおりません。

 
６. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。

 

 
(重要な会計上の見積り)

　1. 繰延税金資産の回収可能性

　(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

繰延税金資産（純額） 478,364 491,955
 

　前事業年度における繰延税金負債と相殺前の金額は484,567千円であります。

　当事業年度における繰延税金負債と相殺前の金額は497,368千円であります。

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

56/87



 

 
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　①算出方法

　　　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りによって繰延税金資産の回収可能性を判

断しております。課税所得の見積りは将来の利益計画を基礎としております。

　②主要な仮定

　　　課税所得の見積りの基礎となる将来の利益計画の策定にあたり、過去の実績や市場・顧客の動向等を総合的に

勘案した将来の受注予測に基づく売上高を主要な仮定と考えております。当社は過去及び当期の課税所得等から

将来の一時差異等加減算前課税所得を予測し、利益計画及び将来減算一時差異の解消見込年度のスケジューリン

グに基づき、繰延税金資産を計上しております。また、将来の利益計画の策定においては、新型コロナウイルス

感染症の影響は一定期間にわたり継続するものと仮定しております。

　③翌事業年度の財務諸表に与える影響

　　　将来の経済状況及び経営環境の変化により、課税所得の見積りの基礎となる仮定が変動する場合、翌事業年度

の財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 
(追加情報)

　新型コロナウイルス感染症について、今後の広がり方や収束時期を予測することは困難ですが、当事業年度におけ

る当社の事業活動へ与える影響は限定的であります。したがって、当事業年度においては、新型コロナウイルス感染

症の影響は軽微であると仮定して会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影

響が深刻化し、当社の事業活動に支障が生じる場合、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。
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(貸借対照表関係)

※１　受取手形、電子記録債権及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、財務諸表「注

記事項（収益認識関係）３．（1）契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 
※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

建物 743,622千円 704,475千円

土地 26,908 〃 26,908 〃

計 770,530千円 731,383千円
 

 

 
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

短期借入金 200,000千円 200,000千円

1年内返済予定の長期借入金 66,500 〃 － 〃

計 266,500千円 200,000千円
 

 
※３ 期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

 
 

前事業年度
(2022年９月30日)

当事業年度
(2023年９月30日)

受取手形 －千円 59,245千円

電子記録債権 － 〃 6,645 〃
 

 
※４ 　当座貸越限度額契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。

当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は、次のとおりでありま

す。

 

 
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

当座貸越契約及び
 貸出コミットメントの総額

4,400,000千円 4,300,000千円

借入実行残高 230,000 〃 230,000 〃

差引額 4,170,000千円 4,070,000千円
 

 

(損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解し

た情報」に記載しております。

 
※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

 64,800千円 92,305千円
 

　　　　なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。
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※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

機械及び装置 85千円 100千円
 

 

 
※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

建物 －千円 1,067千円

機械及び装置 － 〃 2,886 〃

工具、器具及び備品 － 〃 0 〃

取壊撤去費用等 35,470 〃 19,000 〃

その他 － 〃 0 〃

計 35,470千円 22,953千円
 

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 2021年10月１日 至 2022年９月30日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 973,572 162,000 － 1,135,572
 

（変動事由の概要）

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　公募による新株式発行による増資　145,000株

　オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当による増資　17,000株

 
２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 28 － － 28
 

 
３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2021年12月24日
定時株主総会

普通株式 116,825 120.00 2021年９月30日 2021年12月27日
 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年12月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 136,265 120.00 2022年９月30日 2022年12月26日
 

 

当事業年度(自 2022年10月１日 至 2023年９月30日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,135,572 － － 1,135,572
 

 
２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 28 24 － 52
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（変動事由の概要）自己株式の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。

 
３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2022年12月23日
定時株主総会

普通株式 136,265 120.00 2022年９月30日 2022年12月26日
 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年12月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 113,552 100.00 2023年９月30日 2023年12月25日
 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

現金及び預金 3,073,591千円 4,522,743千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 〃 － 〃

現金及び現金同等物 3,073,591千円 4,522,743千円
 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

・有形固定資産 主として、パンチレーザー複合加工機一式(機械及び装置)であります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 
２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

１年内 20,686千円 12,793 千円

１年超 11,944 〃 14,937  〃

合計 32,631千円 27,731 千円
 

 

(金融商品関係)

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

資金運用については短期的な預金等安全性の高い金融資産に限定して運用しております。また、資金調達につ

いては銀行借入により調達しております。デリバティブ取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与

信管理を行い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、信用リスクを低減しております。

投資有価証券は主に業務上の関係を有す企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、上

場株式については定期的に時価の把握を行っております。
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営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は１年以内の支払期日であります。借入金のうち、短期借

入金は運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は設備投資を目的としたものであります。また、これらの営

業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金繰り計画を作成するなどの方法によりこれを管

理しています。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。

　

２. 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等

は次表には含まれておりません((注１)参照)。

また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形、電子記録債務、買掛

金及び短期借入金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから注記を省略してお

ります。

 
前事業年度(2022年９月30日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

 投資有価証券 10,637 10,637 －

資産計 10,637 10,637 －
 

 
当事業年度(2023年９月30日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

 投資有価証券 10,342 10,342 －

資産計 10,342 10,342 －
 

 
(注１) 市場価格がない株式等

  (単位：千円)

区分 2022年９月30日 2023年９月30日

非上場株式 52,600 51,600

出資金 2,000 2,000
 

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。
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(注２) 金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(2022年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 3,073,591 － － －

受取手形 579,133 － － －

電子記録債権 － － － －

売掛金 3,996,457 － － －

合計 7,649,181 － － －
 

 
当事業年度(2023年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 4,522,743 － － －

受取手形 810,905 － － －

電子記録債権 151,753 － － －

売掛金 3,171,871 － － －

合計 8,657,274 － － －
 

　

(注３) 借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度(2022年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 230,000 － － － － －

長期借入金 66,500 － － － － －

合計 296,500 － － － － －
 

 

当事業年度(2023年９月30日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 230,000 － － － － －

合計 230,000 － － － － －
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３. 金融商品の時価等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類してお

ります。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2022年９月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 10,637 － － 10,637

資産計 10,637 － － 10,637
 

 

当事業年度（2023年９月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 10,342 － － 10,342

資産計 10,342 － － 10,342
 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル1の

時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１. 関係会社株式

関係会社株式（貸借対照表計上額9,800千円）は、市場価格がないため記載しておりません。

 
２. その他有価証券

前事業年度(2022年９月30日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 10,637 5,623 5,014

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 10,637 5,623 5,014

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 － － －

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 － － －

合計 10,637 5,623 5,014
 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　52,600千円）については、市場価格がないため、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

 
当事業年度(2023年９月30日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

  株式 10,342 5,623 4,719

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 10,342 5,623 4,719

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 － － －

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 － － －

合計 10,342 5,623 4,719
 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　51,600千円）については、市場価格がないため、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しており、非積立型の

確定給付制度として退職一時金制度、確定拠出制度として確定拠出年金制度を設けております。

退職一時金制度では、退職給付として、勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

確定拠出制度では、勤続年数に対応した掛金を拠出しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

  （千円）

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

退職給付債務の期首残高 1,032,244 1,005,093
勤務費用 46,287 44,453
利息費用 3,406 5,528
数理計算上の差異の発生額 △35,227 △69,316
退職給付の支払額 △41,616 △82,887

退職給付債務の期末残高 1,005,093 902,870
 

 
(2) 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

  （千円）

 
前事業年度

(2022年９月30日)
当事業年度

(2023年９月30日)

非積立型制度の退職給付債務 1,005,093 902,870

未認識数理計算上の差異 △31,059 47,059

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 974,033 949,930

   
退職給付引当金 974,033 949,930

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 974,033 949,930
 

 
(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

  （千円）

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

勤務費用 46,287 44,453

利息費用 3,406 5,528

数理計算上の差異の費用処理額 12,841 8,803

確定給付制度に係る退職給付費用 62,534 58,784
 

　

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

割引率 0.55% 1.13%

予想昇給率 －% －%
 

 

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度41,616千円、当事業年度82,887千円でありました。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

決議年月日 2018年12月18日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　10名
当社執行役員　6名

株式の種類及び付与数（注） 普通株式　14,000株

付与日 2018年12月18日

権利確定条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使
時において当社取締役又は執行役員の地位に
あることを要する。但し当社の取締役又は執
行役員であった者で任期満了又は定年により
退任した者、その他正当な理由があるものと
して当社が特に新株予約権の行使を認めたも
のについてはこの限りではない。
　その他の条件は、当社と新株予約権の割当
を受けた者との間で締結した「新株予約権割
当契約」で定めるところによる。

対象勤務期間 期間の定めはありません。

新株予約権の行使期間 2020年12月19日～2028年12月18日
 

           （注）株式数に換算して記載しております。

 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

決議年月日 2018年12月18日

権利確定前(株)  

 前事業年度末 13,500

 付与 ―

 失効 ―

 権利確定 ―

 未確定残 13,500

権利確定後(株)  

 前事業年度末 ―

 権利確定 ―

 権利行使 ―

 失効 ―

 未行使残 ―
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② 単価情報

決議年月日 2018年12月18日

権利行使価格(円) 5,400

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な評価単価(円) ―
 

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションを付与した日時点において当社は未公開企業であったため、ストック・オプションの公

正な評価単価の見積方法は単位当たりの本源的価値の見積りによっております。また、単位当たりの本源的価値

の見積方法は、当社株式の評価額から権利行使価格を控除する方法で算定しており、当社株式の評価方法は、類

似会社比準方式、DCF方式、純資産方式を加重平均した方法によっております。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。

 
５．ストック・オプションの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度における本源的価値の合計額及び権利

行使されたストック・オプションの権利行使時における本源的価値の合計額

(1) 当事業年度における本源的価値の合計額　　　　　　　　    　 －千円

(2) 当事業年度において権利行使された本源的価値の合計額　　　    －千円

 
(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2022年９月30日)
 

当事業年度
(2023年９月30日)

繰延税金資産      

退職給付引当金 298,249千円  290,868 千円

賞与引当金 116,356 〃  125,542 〃

役員退職慰労引当金 29,906 〃  34,135 〃

貸倒引当金 27,423 〃  27,350 〃

その他 56,656 〃  63,851 〃

繰延税金資産小計 528,591千円  541,747 千円

評価性引当額 △44,023 〃  △44,378 〃

繰延税金資産合計 484,567千円  497,368 千円

      

繰延税金負債      

固定資産圧縮積立金 △2,979 〃  △2,845 〃

その他 △3,223 〃  △2,568 〃

繰延税金負債合計 △6,203 〃  △5,413 〃

繰延税金資産純額 478,364千円  491,955 千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
 

前事業年度
(2022年９月30日)

 
当事業年度

(2023年９月30日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9％  3.3％

住民税均等割 11.6％  7.1％

その他 △6.7％  △2.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.4％  38.5％
 

 
(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

主な資産除去債務は、保有する建物に含まれていたアスベストを廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づいて

処理するために発生する費用であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

保有する建物に含まれていたアスベストについては、費用処理の見積額を計上しております。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

期首残高 －千円 24,168千円

会計上の見積りの変更による計上額 24,168〃 －〃

資産除去債務の履行による減少額 － △7,137 

期末残高 24,168千円 17,031千円
 

 

(5)資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

　当社は、物流センターの土地賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該

債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来物流センターを移転する予定もないことから、資産除去債務

を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は業務用厨房機器製造、仕入、販売及び保守修理事業の単一セグメントであり、本邦の外部顧客への売上高が損

益計算書の売上高の全てを占めております。

　主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 前事業年度（2022年９月30日） 当事業年度（2023年９月30日）

機器設備売上高 13,007,327 14,979,373

修理備品売上高 2,460,432 2,662,730

顧客との契約から生じる収益 15,467,759 17,642,103

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 15,467,759 17,642,103
 

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針）の「5.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

す。

 
３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

前事業年度(自　2021年10月１日　至　2022年９月30日)

（1）契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 当事業年度（2022年９月30日）

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
受取手形
電子記録債権
売掛金

842,844
－

3,728,646
顧客との契約から生じた債権（期末残高）
受取手形
電子記録債権
売掛金

579,133
－

 3,996,457

契約負債（期首残高） 17,236

契約負債（期末残高） 34,739
 

　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、13,356千円であります。なお

契約負債は、顧客との契約に基づき、履行義務の充足前に受領した前受金であります。

　なお、過去の期間に充足した履行義務から当事業年度に認識した収益の金額に重要性はありません。

 
（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社は、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取

引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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当事業年度(自　2022年10月１日　至　2023年９月30日)

（1）契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 当事業年度（2023年９月30日）

顧客との契約から生じた債権（期首残高）
受取手形
電子記録債権
売掛金

579,133
－

3,996,457
顧客との契約から生じた債権（期末残高）
受取手形
電子記録債権
売掛金

810,905
151,753

3,171,871

契約負債（期首残高） 34,739

契約負債（期末残高） 78,465
 

　当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、33,351千円であります。　　

なお契約負債は、顧客との契約に基づき、履行義務の充足前に受領した前受金であります。

　なお、過去の期間に充足した履行義務から当事業年度に認識した収益の金額に重要性はありません。

 
（2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社は、個別の予想契約期間が1年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取

引価格に含まれていない重要な金額はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は、業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理であり、単一のセグメントであるため、記載を省略して

おります。

 
【関連情報】

前事業年度(自　2021年10月１日　至　2022年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の全てを占めるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の全てを占めるため、記載を省略しており

ます。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

 
当事業年度(自　2022年10月１日　至　2023年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の全てを占めるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の全てを占めるため、記載を省略しており

ます。
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３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 2021年10月１日 至 2022年９月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 2022年10月１日 至 2023年９月30日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 2021年10月１日 至 2022年９月30日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 2022年10月１日 至 2023年９月30日)

該当事項はありません。

 
 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 2021年10月１日 至 2022年９月30日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 2022年10月１日 至 2023年９月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 
(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり純資産額 5,572.13円 5,744.63円

１株当たり当期純利益 185.64円 292.61円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日)

当事業年度
(自 2022年10月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり当期純利益   

  当期純利益(千円) 205,933 332,269

  普通株主に帰属しない金額(千円) － －

  普通株式に係る当期純利益(千円) 205,933 332,269

  普通株式の期中平均株式数(株) 1,109,313 1,135,527

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

 
新株予約権

（新株予約権の数13,500個）
「第４提出会社の状況 １株式
等の状況（２）新株予約権等
の状況」に記載のとおりであ
ります。

 

新株予約権
（新株予約権の数13,500個）
「第４提出会社の状況 １株式
等の状況（２）新株予約権等
の状況」に記載のとおりであ
ります。
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(重要な後発事象)

　　　　(自己株式の取得）

当社は、2023年11月14日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される  

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、自己株式の取得を以下の通り実施いたしまし

た。

（１）自己株式の取得を行う理由                                                    

 　　　　 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行のためであります。

　　　（２）自己株式の取得に係る事項の内容                                                    

 　　　   ①取得する株式の種類 　　当社普通株式                                      

 　　　  ②取得する株式の総数 　　30,000株（上限）                                      

                               　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.64%）

 　　　  ③株式の取得価額の総額　 8,817万円（上限）                                      

 　　　  ④取得期間 　　　　　　　2023年11月15日

 　　　   ⑤取得方法 　　　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3)を含む市場買付け

（３）取得結果

2023年11月15日に当社普通株式30,000株（取得価額8,817万円）を取得し、当該決議に基づく自己株式の

取得は終了しました。

 
(役員退職慰労金制度の廃止及び譲渡制限付株式報酬制度の導入）

当社は、2023年11月22日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを行い、役員退職慰労金制度の廃止

及び譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）の導入を決議いたしました。これに伴い、本制度

に関する議案を2023年12月22日開催の第85期定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）に付議すること

を決議し、同株主総会において承認可決されました。

 
１．役員退職慰労金制度の廃止について

役員退職慰労金制度を本株主総会終結の時をもって廃止いたしました。また、本株主総会終結後も引き続

き在任する取締役については、本株主総会終結の時までの在任期間に応じた退職慰労金を打ち切り支給する

こととし、各取締役の退任時に支払う予定です。

なお、当社は従来から将来の役員退職慰労金の支給に備え、所定の基準に基づく要支給額を役員退職慰労

引当金として計上しておりますので、業績への影響は軽微であります。

 
２．本制度の導入の目的及び条件

（１）導入の目的

　本制度は、将来選任される取締役も含め、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除

く。以下「対象取締役」といいます。）に、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与す

るとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として導入される制度です。

 
（２）導入の条件

本制度は、対象取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のための金銭報酬債権を報酬として支給するもので

あるため、本制度の導入は、本株主総会においてかかる報酬を支給することにつき株主の皆様のご承認を得

られることを条件といたします。

当社の取締役（監査等委員である取締役を除きます。）の報酬限度額は、2018年12月18日開催の第80期定

時株主総会において年額250百万円以内とご承認いただいておりますが、本株主総会では、本制度を新たに導

入し、現行の取締役の金銭報酬枠とは別枠で対象取締役に対して本制度に係る報酬枠を設定することにつ

き、株主の皆様にご承認をいただいております。

 
３．本制度の概要

対象取締役は、本制度に基づき当社より支給された金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払い込み、

当社の普通株式の発行又は処分を受けることとなります。

本制度に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給される報酬総額は、現行の取締

役報酬枠とは別枠で年額50百万円以内とし、本制度により発行又は処分される当社の普通株式の総数は年

10,000株以内といたします（なお、当社普通株式の株式分割又は株式併合が行われるなど株式数の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、発行又は処分される株式数を合理的に調整することができるも

のとします。）。

本制度の導入目的の一つである株主価値の共有を中長期にわたって実現するため、譲渡制限期間は譲渡制

限付株式の交付日から当該対象取締役が当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失する日までと

しております。各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定いたしま
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す。

また、本制度により発行又は処分される当社の普通株式の1株当たりの払込金額は、取締役会決議の日の前

営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それ

に先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会におい

て決定いたします。

なお、本制度による当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲渡制限付

株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとし、その内容として、次の事項が含ま

れることとします。

① 対象取締役は、あらかじめ定められた期間、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式について

譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないこと

② 一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式を無償で取得すること
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産        

  建物 3,868,404 8,314 48,173 3,828,544 2,720,424 75,296 1,108,119

  構築物 298,491 － 1,900 296,591 288,140 3,571 8,451

  機械及び装置 496,072 49,725 95,837 449,959 321,050 27,924 128,909

 車両運搬具 4,878 － 2,179 2,699 2,698 － 0

  工具、器具及び備品 276,004 7,270 2,057 281,217 268,511 10,031 12,705

  土地 1,012,183 － － 1,012,183 － － 1,012,183

 リース資産 363,524 － － 363,524 198,369 35,495 165,154

　建設仮勘定 － 182,900 － 182,900 － － 182,900

有形固定資産計 6,319,558 248,210 150,148 6,417,620 3,799,195 152,320 2,618,425

無形固定資産        

 借地権 － － － 13,485 － － 13,485

　ソフトウエア － － － 17,954 13,692 3,581 4,261

 その他無形固定資産 － － － 2,573 30 30 2,543

無形固定資産計 － － － 34,013 13,722 3,611 20,291
 

 

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 大分工場 ベンディングマシン 22,880千円

建設仮勘定 九州支店 九州支店建替 182,900千円
 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 栃木工場 TRUMPF CNC レーザプレス 75,000 千円

 
 

３．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 
区分

当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 230,000 230,000 0.265 －

１年内に返済予定の長期借入金 66,500 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 38,971 35,881 － －

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く)

－ － － －

リース債務(１年以内に返済予定の
ものを除く)

181,653 145,772 －
　 2024年10月13日～
　 2028年11月13日

その他有利子負債 － － － －

合計 517,124 411,653 － －
 

(注)１. 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借

対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

 ２．リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額の

総額
 

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

リース債務 34,985 34,985 34,985 34,985
 

 
 

【引当金明細表】

 

科目
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 89,560 － 240 89,320

賞与引当金 380,000 410,000 380,000 410,000

製品保証引当金 19,804 24,031 19,804 24,031

役員退職慰労引当金 97,670 17,510 3,700 111,480
 

(注)１.貸倒引当金の「当期減少額」欄の金額は、洗替による戻入額であります。

　　２.製品保証引当金の「当期減少額」欄の金額は、洗替による戻入額であります。

 
 

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における負

債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略しており

ます。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 109

預金  

  当座預金 4,170,060

  普通預金 33,662

 別段預金 14,808

 郵便貯金 3,905

  定期預金 300,197

計 4,522,634

合計 4,522,743
 

 

②  受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

大西工業株式会社 206,250

新日本厨機株式会社 109,213

株式会社長崎日調 102,339

黒木建設株式会社 101,675

株式会社ＡｉＨＯ 59,718

その他 231,708

合計 810,905
 

 

期日別内訳

期日 金額(千円)

　2023年10月満期 41,044

　2023年11月満期 110,082

　2023年12月満期 195,765

　2024年１月満期 447,993

合計 810,905
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③  売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社樋口 110,715

大和商事株式会社 109,323

東京工業大学 104,932

東静調理機株式会社 93,942

キヤノン株式会社 88,904

その他 2,664,053

合計 3,171,871
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高(千円)
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

 

3,996,457 19,822,725 20,647,312 3,171,871 86.7 66.0
 

(注)  消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

④  商品及び製品

区分 金額(千円)

商品  

　調理機器 93,701

　什器備品 64,117

　ステンレス製品 41,929

　その他 213,244

小計 412,992

製品  

　洗浄消毒機器 156,856

　調理機器 184,867

　その他 405

小計 342,128

合計 755,121
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⑤  仕掛品

品名 金額(千円)

洗浄消毒機器 433,186

調理機器 329,275

その他 26,652

合計 789,114
 

 

⑥ 原材料及び貯蔵品

区分 金額(千円)

洗浄消毒機器 132,581

調理機器 195,402

その他 88,380

合計 416,363
 

 

⑦ 支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社尾高厨房器製作所 183,487

精宏機械株式会社 69,299

新日本厨機横浜販売株式会社 47,345

株式会社厨建 41,375

株式会社泉設備 36,340

その他 375,022

合計 752,871
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期日別内訳

期日 金額(千円)

　2023年10月満期 145,199

　2023年11月満期 139,589

　2023年12月満期 159,847

　2024年１月満期 308,234

合計 752,871
 

 

⑧  買掛金

相手先 金額(千円)

大蔵商事株式会社 38,289

井上金属株式会社 36,226

パナソニック産機システムズ株式会社 33,237

エレクター株式会社 31,339

株式会社コメットカトウ 27,086

その他 832,002

合計 998,182
 

 

⑨ 退職給付引当金

区分 金額(千円)

退職給付債務 902,870

未認識数理計算上の差異 47,059

合計 949,930
 

 

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

80/87



 

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 1,962,553 7,517,194 10,103,296 17,642,103

税引前四半期（当期）純利
益又は税引前四半期純損失
（△）

(千円) △382,816 140,742 △267,086 540,501

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

(千円) △247,986 73,909 △234,339 332,269

１株当たり四半期(当期)純
利益又は1株当たり四半期
純損失（△）

(円) △218.38 65.08 △206.37 292.61

 

 
(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又
は1株当たり四半期純損失
（△）

(円) △218.38 283.47 △271.46 498.98
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度  毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会  毎事業年度末日から３か月以内

基準日  毎年９月30日

剰余金の配当の基準日 　毎年３月31日・毎年９月30日　

１単元の株式数  100株

単元未満株式の買取り  

    取扱場所 東京都杉並区和泉二丁目８番４号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

    株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社

    取次所 ―

    買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告とすることができないときは、日本
経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
https://www.nitcho.co.jp/

株主に対する特典 なし
 

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、

定款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

 

EDINET提出書類

日本調理機株式会社(E36991)

有価証券報告書

82/87



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 内部統制報告書及びその添付書類

2022年12月26日 関東財務局長に提出。

 

(2) 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書を2022年11月30日 関東財務局長に提出。

 
(3) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第84期(自　2021年10月１日　至　2022年９月30日)　2022年12月26日 関東財務局長に提出。

 
(4) 四半期報告書及び確認書

事業年度　第85期第１四半期(自　2022年10月１日　至　2022年12月31日)　2023年２月14日 関東財務局長に提

出。

事業年度　第85期第２四半期(自　2023年１月１日　至　2023年３月31日)　2023年５月15日 関東財務局長に提

出。

事業年度　第85期第３四半期(自　2023年４月１日　至　2023年６月30日)　2023年８月10日 関東財務局長に提

出。

 
(5) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

2022年12月26日 関東財務局長に提出。

 
(6) 自己株券買付状況報告書

自己株券買付状況報告書（自　2023年11月１日　至　2023年11月30日）2023年12月14日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2023年12月22日

日本調理機株式会社

取締役会　御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

東　京　事　務　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 本多　茂幸  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平岡　亜惟  

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本調理機株式会社の2022年10月１日から2023年９月30日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本調

理機株式会社の2023年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
業務用厨房機器の製造・販売に係る売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理事業
を展開しており、注記事項（収益認識関係）に記載のと
おり、機器設備売上高は14,979,373千円であり、当事業
年度の売上高の84.9%を占める。 
業務用厨房機器の製造・販売は、官公庁及び学校給食

センターなどの主要得意先への引渡し時期が第２、第４
四半期会計期間に多くなるといった季節的変動がある。
 
さらに、大型受注案件は夏季休暇を利用して施工され

ることが多いため、特に８月及び９月を含む第４四半期
会計期間に検収する案件の金額割合が他の四半期会計期
間に比べて大きくなる傾向にあり、施工の遅れ等により
検収の期ずれが発生した場合には、当該事業年度の業績
に大きな影響を与えることになる。
以上より、当監査法人は、業務用厨房機器の製造・販

売に係る売上高の期間帰属の適切性が、当事業年度にお
いて特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当す
るものと判断した。

当監査法人は、業務用厨房機器の製造・販売に係る売
上高の期間帰属の適切性について、主として以下の監査
手続を実施した。
（１）内部統制の評価
　業務用厨房機器の製造・販売の売上計上に係る内部統
制の整備及び運用状況の有効性を評価した。特に、顧客
から入手する完成受領書等の証憑に基づき、売上計上時
点を確かめた上で売上を計上する業務プロセスの有効性
を評価した。
（２）売上高の期間帰属の適切性の検討
・取締役会で承認された予算について、予算と実績の比
較分析を実施した。また、８月及び９月に計上された一
定金額以上の業務用厨房機器の製造・販売に係る売上高
について、期初の販売計画と実績の比較を実施し、期初
の販売計画に含まれていない案件及び売上計上予定時期
が変更となった案件については、顧客から入手した完成
受領書等を閲覧し、当該証憑に基づく売上計上時点と売
上高の計上日の整合性を検証した。
・業務用厨房機器の製造・販売に係る売上高について、
決算期末日付近の計上取引を対象として日次の売上高推
移を把握し、一定金額以上の取引に対して完成受領書等
の証憑を閲覧した。
・売上債権残高を検証するため、決算期末日を基準日と
して、売掛金の残高確認を実施した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告

プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
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ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

(注) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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